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分野６ 芸術文化活動・スポーツ等の振興 

１．現状と課題 

 北九州市障害者支援計画（平成２４年度～２９年度）の主な実績  

（１）スポーツやレクリエーション、芸術・文化・余暇活動等の推進 

障害者スポーツ大会や各種スポーツ教室等の開催、障害者スポーツサークルに

よる大会の開催や選手派遣への助成等、障害者スポーツの振興を図る取り組みを

行いました。 

障害者福祉会館において、障害のある人のニーズに応じた講座を開催するとと

もに、美術や音楽関係のサークルに対して練習等の活動の場を提供したほか、障

害のある人が製作した美術作品の展示やステージイベントを行う障害者芸術祭

を開催するなど、障害のある人の芸術・文化活動の振興を図りました。 

障害のある人が自分らしく豊かな日常生活を送ることができるよう、自分の趣

味やライフスタイルに応じて、スポーツ、レクリエーション、芸術・文化・余暇

活動、生涯学習等を支える環境を整備していくため、関係者間で検討を行いまし

た。 

 次期計画に向けた課題  

○ 障害者福祉会館等で開催している各種講座の充実を図るとともに、障害のあ

る子どもに広く芸術文化に触れ親しむ機会を提供するなど、障害のある人が

芸術文化活動に取り組むことができる環境整備を進めることが必要です。 

○ スポーツ大会や教室、各種イベントを開催するなど、障害のある人が地域に

おいてスポーツに親しむことができる環境整備を進める必要があります。 

○ 障害のある人が生涯を通じて文化やスポーツ等の様々な機会に親しむことが

できるよう、関係機関等が連携しながら支援していく必要があります。 
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２．基本的な考え方 

全ての障害のある人の芸術及び文化活動への参加を通じて、障害の

ある人の生活を豊かにするとともに、市民の障害への理解と認識を深

め、障害のある人の自立と社会参加の促進に寄与します。 

また、レクリエーション活動等を通じて、障害のある人等の体力の

増強や交流、余暇の充実等を図るとともに、障害者スポーツの一層の

普及に努めます。

３．施策の方向性 

（１）芸術文化活動、余暇・レクリエーション活動の充実に向けた社会

環境の整備 

（２）スポーツに親しめる社会環境の整備 

（３）多様な生涯学習の充実 
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４．基本的な施策 

（１）芸術文化活動、余暇・レクリエーション活動の充実に向けた社会

環境の整備 

障害のある人が地域社会へ一歩踏み出し、社会の一員として自立するために、文化

活動、レクリエーションをさらに振興できる環境の整備を進めます。 

6-(1)-1 芸術文化活動を行う環境づくり 

障害のある人が、芸術文化活動に親しむことができる環境整備を進めるとともに、

障害のある人のニーズに応じた芸術文化活動に関する人材の養成、相談体制の整備、

関係者のネットワークづくり等の取り組みを行い、障害の有無にかかわらず、芸術文

化活動を行うことのできる環境づくりに取り組みます。 

特に、障害のある人の芸術文化活動に対する支援や、障害のある人の優れた芸術作

品の展示等の推進を図ります。 

6-(1)-2 北九州市障害者芸術祭の開催 

全ての障害のある人の文化及び芸術活動への参加を通じて障害のある人の生活を

豊かにするとともに、市民の障害への理解と認識を深め、障害のある人の自立と社会

参加の促進に寄与するため、北九州市障害者芸術祭を開催し、障害のある人の芸術文

化活動の普及を図ります。 

6-(1)-3 芸術文化活動等に関する取り組みの支援 

障害者福祉会館等で開催している各種講座の充実を図るとともに、関係団体等と連

携しながら、芸術文化活動の場や成果発表の機会の確保に努めます。 

また、民間団体等が行う芸術文化活動等に関する取り組みを支援します。 

6-(1)-4 障害のある子どもが芸術文化に触れ親しむ取り組み 

障害のある子どもに、広く芸術文化に触れ親しむことができるよう、一流の芸術文

化活動団体等による実演芸術の鑑賞・体験等の機会を提供することで、障害のある子

どもの生きがいや生活の質の向上を図ります。 

また、このような取り組みに対する教職員や保護者の理解を一層推進するために、

学校や家庭等への情報発信の充実に努めます。 

6-(1)-5 社会参加活動を行うための環境の整備 

 レクリエーション活動等を通じて、障害のある人等の体力増強、交流、余暇等に資

するため、各種レクリエーション教室や大会・運動会等を開催し、障害のある人等が

地域社会における様々な活動に参加するための環境の整備や必要な支援を行います。 
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（２）スポーツに親しめる社会環境の整備 

障害のある人の健康を増進し、体力の向上と社会参加意欲を高めるために、スポー

ツに親しめる社会環境の整備を推進します。 

6-(2)-1 障害者スポーツへの様々なニーズに対応できる取り組み 

障害者スポーツは、リハビリテーションの手段としてはもとより、健康を増進し、

社会参加意欲を高め、ひいては、障害や障害のある人に対する市民の理解を深めるも

のであり、今後も障害者スポーツへの様々なニーズに対応できるよう取り組みを推進

します。 

6-(2)-2 スポーツに親しめる環境づくり 

障害のある人のスポーツの拠点である北九州市障害者スポーツセンター・アレアス

の適切な運営を図るとともに、障害のある人が地域においてスポーツに親しむことが

できる環境整備を進めます。 

また、障害のある人のニーズに応じたスポーツに関する人材の養成及び活用の推進

等の取り組みを行い、障害の有無にかかわらず、スポーツを楽しめる環境づくりに取

り組みます。 

6-(2)-3 障害者スポーツ大会等の開催 

 障害者スポーツ大会の開催を通じて、障害者スポーツの普及を図るとともに、民間

団体等が行うスポーツ等に関する取り組みを支援します。 

6-(2)-4 「ふうせんバレーボール」の普及 

 障害の有無や程度、年齢、性別にかかわらず、誰もが一緒に競技することのできる

北九州市発祥の「ふうせんバレーボール」のさらなる普及・振興を図ります。 

6-(2)-5 北九州チャンピオンズカップ国際車椅子バスケットボール大会の開催 

 北九州チャンピオンズカップ国際車椅子バスケットボール大会を引き続き開催す

るとともに、障害者団体等が行っている障害者スポーツを通じた国際協力の取り組み

について広く市民に周知し、障害の理解や国際交流を促進します。 

6-(2)-6 2020年東京パラリンピックのレガシーイベント 

2020年東京パラリンピックのキャンプ地誘致やパラリンピック関連プログラム

を契機とした国際交流を推進し、大会終了後も、レガシーとしてスポーツ・文化等の

交流が継続・発展するような事業を展開します。 

また、パラリンピアン等のトップアスリートの協力を得てスポーツイベントや講習

会を開催し、障害のある人への理解及び障害者スポーツの振興を図ります。 
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（３）多様な生涯学習の充実 

地域との繋がりづくりや社会への参加を促進するため、各ライフステージにおける

学びを支援し、障害のある人の自己実現を目指す多様な生涯学習活動の充実を図りま

す。

6-(3)-1 多様な学習活動を行う機会の提供と充実 

 障害のある人の生きがいづくりや社会参加に向け、障害のある人が生涯にわたり教

育や文化、スポーツ等の様々な機会に親しむことができるよう、多様な学習活動を行

う機会を提供・充実します。 

6-(3)-2 障害のある子どもの芸術文化、スポーツに接する機会の確保 

地域と学校の連携・協働の下、地域全体で子どもたちの成長を支え、障害のある子

どもたちが、芸術文化、スポーツに取り組む機会を確保することにより、子どもたち

の生きがいや生活の資質の向上につなげていくことができるようにします。 

また、それらの活動を市民に発表する機会を積極的に作り、障害のある子どもに対

する理解の促進と他者との交流の機会の確保につなげていきます。 

6-(3)-3 市立図書館における読書環境の整備 

 市立図書館では、バリアフリーに対応した施設整備、郵送貸出制度、大活字本の閲

覧貸出、特別支援学校での読み聞かせ等を実施するなど、障害のある人や子どもへの

図書館サービスの向上に努めます。 
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【基本目標Ⅲ 人権の尊重と共生社会の実現 】 

分野７ 生活環境の整備（障害のある人に配慮したまちづくり） 

１．現状と課題 

 北九州市障害者支援計画（平成２４年度～２９年度）の主な実績  

（１）地域の住まいの整備 

障害のある人が、住み慣れた地域で安心して生活できるように、住宅の改修や

公営住宅等の入居を支援するとともに、グループホーム等の住まいの確保を進め

ました。 

また、保証人がいない等の理由により一般賃貸住宅を借りることが困難な障害

のある人に対し、住宅に関わる相談に応じるなどの居住サポートを行うなど、障

害のある人の生活基盤の安定を図る取り組みを進めました。 

（２）バリアフリーのまちづくり 

障害のある人の活動や外出を支援し社会参加を促進するため、道路、公園、公

共交通機関のバリアフリー化を進めるなど、関係機関と連携し、安全で容易な移

動手段の確保等、環境整備に取り組みました。 

 次期計画に向けた課題  

○ 障害のある人が自らの決定に基づき、身近な地域で自立生活できる場を確保

するため、住まいや住環境の整備を図ることが大切です。 

○ 障害のある人が安全で容易に活動できるように、建物や道路等のハード面の

整備を進めるとともに、障害のある人に配慮した総合的な環境整備に向けた

仕組みづくりが必要です。 
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２．基本的な考え方 

障害のある人がそれぞれの地域で安全に安心して暮らしていくこ

とができる生活環境の実現を図るため、社会的障壁の除去を通じて、

障害のある人に配慮したまちづくりを総合的に推進します。

３．施策の方向性 

（１）住まい・住環境の整備 

（２）移動しやすい環境の整備等 

（３）アクセシビリティに配慮した施設等の普及促進 

（４）障害のある人に配慮したまちづくりの総合的な推進 
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４．基本的な施策 

（１）住まい・住環境の整備 

誰もが安心して生活できるような住まい・住環境を目指して、障害のある人のニー

ズに対応できるよう、住宅のバリアフリー化を推進します。 

7-(1)-1 市営住宅のバリアフリー化の推進及び優先入居 

市営住宅を新たに整備する際にはバリアフリー対応を原則とするとともに、既存の

市営住宅のバリアフリー化改修を推進します。 

また、障害のある人に対する優先入居の実施や単身入居を可能とするための取り組

みを進めます。 

7-(1)-2 一般住宅への入居支援 

障害のある人の民間賃貸住宅への円滑な入居を促進するために、賃貸人、障害のあ

る人双方に対する情報提供等の支援を行います。 

また、一般住宅への入居が困難な障害のある人に対して、入居支援や地域の支援体

制に係る調整等を行い、障害のある人の地域生活を支援します。 

7-(1)-3 すこやか住宅等多様な住宅供給の促進 

全ての人にとって安全で安心して快適に生活できる仕様を持つすこやか住宅の普

及を促進するとともに、介護・福祉サービス等と連携したサービス付き高齢者向け住

宅等、高齢者だけでなく障害のある人にも対応した多様な住宅供給を促進します。 

7-(1)-4 日常生活用具の給付等 

 障害のある人の日常生活上の便宜を図るため、日常生活用具の給付又は貸与、及び

用具の設置に必要な住宅改修に対する支援を行うとともに、重度障害のある人等がい

る世帯に対し、住宅を改修するための経費の一部を助成します。 

7-(1)-5 グループホーム等の整備促進 

 障害のある人の地域における居住の場の一つとして、日常生活上の介護や相談援助

等を受けながら共同生活するグループホームの整備を促進するとともに、重度障害の

ある人にも対応した体制の充実を図ります。 

7-(1)-6 障害福祉サービス事業所の防火安全体制の強化 

 障害のある人が安心して障害福祉サービス等を利用することができるよう、障害福

祉サービス事業者等に対し、建築基準法や消防法の基準に適合させるための施設の改

修等の協議や必要に応じた指導を行い、防火安全体制の強化を図ります。 

7-(1)-7 地域ぐるみの防災ネットワークの構築 

災害時の避難等において、地域住民の協力が非常に重要であるため、障害のある人
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や障害福祉サービス事業所等も含め、日頃から、住民に最も身近な組織として、生活

に密着した地域活動に取り組んでいる自治会等への加入等を促します。 

また、今後、地域における避難支援の仕組みづくりを促進するため、避難行動要支

援者等への情報提供や地域住民による避難支援等について、地域ぐるみの防災ネット

ワークの構築に向けた助言を行うなど、地域における取り組みを支援します。 

（２）「移動しやすい環境の整備等」 

安全に安心して生活し社会参加できるよう、公共交通機関や歩行空間等のバリアフ

リー化を推進し、全ての人が円滑に移動できる生活環境の整備を推進します。 

7-(2)-1 公共交通機関旅客施設等における配慮 

 駅等の旅客施設における段差解消、ホームドア等の転落防止設備の導入等について

交通事業者等と協議を行うとともに、公共交通機関の旅客施設及び車両内における障

害特性に配慮した案内表示や情報提供、人的な対応の充実について、様々な機会を通

じて交通事業者等に要望していきます。 

7-(2)-2 公共交通機関のバリアフリー化の促進 

 障害のある人や高齢者等が路線バスを利用する際の利便性及び安全性の向上のた

め、路線バスにノンステップバス等の導入を進めていくとともに、他の公共交通機関

についても、駅等の旅客施設における段差の解消等、関係機関への働きかけを行い、

バリアフリー化を促進します。 

7-(2)-3 公共交通機関以外の移動手段の確保 

公共交通機関の利用が困難な障害のある人の移動手段を確保するため、タクシー乗

車運賃助成やリフトバス運行事業を引き続き行います。 

また、非営利活動法人（ＮＰＯ法人）や社会福祉法人等が提供している移送サービ

ス（福祉有償運送）の普及促進を図ります。 
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（３）「アクセシビリティに配慮した施設等の普及促進」 

すべての人の社会参加を促進するため、公共的施設等について、障害のある人や高

齢者の利用に配慮したバリアフリー化を推進します。 

7-(3)-1 建築物のバリアフリー化の促進 

 バリアフリー法に基づき、窓口業務を行う市の施設を始め、不特定多数の者や、主

として高齢者、障害のある人が利用する一定の建築物の新築時等における「建築物移

動等円滑化基準」の適合により、バリアフリー化を促進します。 

7-(3)-2 都市公園のバリアフリー化 

都市公園の整備に当たっては、安全で安心した利用のためバリアフリー法に基づく

基準や支援制度により、出入口や園路の段差解消、高齢者や障害のある人等が利用可

能なトイレの設置等を進めます。 

（４）「障害のある人に配慮したまちづくりの総合的な推進」 

いきいきとした地域社会を築くため、福祉のまちづくりを計画的に推進し、進捗状

況を把握することで、総合的にバリアフリー化を促進する仕組みを作ります。 

7-(4)-1 バリアフリーのまちづくりの推進 

バリアフリー法及び関連施策のあり方について、高齢者、障害のある人等の社会参

画の拡大の推進、バリアフリーのまちづくりの推進に向けた関係機関連携の強化及び

ハード・ソフト一体となった取り組みの促進に努めます。 

7-(4)-2 市街地の計画的な立地、整備の推進 

 福祉・医療施設の市街地における適正かつ計画的な立地の推進、公園等との一体的

整備の促進、生活拠点の集約化等により、バリアフリーに配慮し、障害のある人が安

心・快適に暮らせるまちづくりを推進します。 

7-(4)-3 道路のバリアフリー化 

 障害のある人もない人も安全で快適に道路を利用できるよう、歩道の新設や拡幅、

段差の解消、視覚障害者用誘導ブロックの設置を行うなど、道路のバリアフリー化に

取り組みます。 

7-(4)-4 生活道路における歩行者等の安全な通行の確保 

 生活道路における歩行者等の安全な通行を確保するため、区域（ゾーン）を設定し

て、警察と協力しながら、最高速度30km/hの区域規制、路側帯の設置・拡幅、物理

的デバイス設置等の各種対策を効果的に組み合わせ、速度抑制や通過交通の抑制等を
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図ります。 

7-(4)-5 公共的施設のバリアフリー化の推進 

 高齢者や障害のある人を始め、全ての市民が安全かつ快適に公共的施設を利用でき

るように、バリアフリー法及び福岡県福祉のまちづくり条例に基づき、建築主等へ指

導・助言等の必要な措置を講じます。 

7-(4)-6 障害当事者との意見交換 

 公共性の高い建築物や道路、公園、公共交通機関等のバリアフリー化については、

障害のある人の立場を踏まえ相互の理解を得られるよう、必要に応じて、障害者団体

が取り組む「北九州市障害福祉団体連絡協議会福祉のまちづくりネットワークプロジ

ェクト」等と意見交換等を行いながら進めます。 

7-(4)-7 ふくおか・まごころ駐車場制度等福祉のまちづくりの促進 

本市のモラル・マナーアップ条例における迷惑行為の一つである障害者等用駐車区

画の不適正利用の防止を徹底するため、ふくおか・まごころ駐車場制度（パーキング

パーミット制度）の市民への着実な普及・浸透を図ります。 
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分野８ 情報アクセシビリティの向上（意思疎通支援の充実） 

１．現状と課題 

 北九州市障害者支援計画（平成２４年度～２９年度）の主な実績  

（１）情報提供とコミュニケーション支援の充実 

社会の高度情報化が進展する中で、障害のある人がその利便性を十分享受でき

るよう、「障害福祉情報センター」の整備や視聴覚障害者情報提供施設の運営を

行い、障害の特性や心身の状況に応じて情報を迅速に提供できる体制を構築しま

した。 

障害のある人が提供される情報を的確に収集できるよう、パソコンサポーター

の養成・派遣を実施するなど、支援の充実を図るとともに、一般市民に障害や障

害特性の理解を広め、障害の有無にかかわらず情報を共有しあえる環境の整備に

努めました。 

 次期計画に向けた課題  

○ すべての人が等しく情報を得ることができるよう、障害のある人に配慮した

情報提供の充実を図ることが大切です。 

○ 障害特性の多様化に対応した意思疎通支援の充実を図る必要があります。 
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２．基本的な考え方 

障害のある人が必要な情報に円滑にアクセスすることができるよ

う、情報アクセシビリティの向上を推進します。 

また、障害のある人が円滑に意思表示やコミュニケーションを行う

ことができるよう、意思疎通支援を担う人材の育成・確保やサービス

の円滑な利用の促進、支援機器の提供等の取り組みを通じて意思疎通

支援の充実を図ります。 

（※「情報アクセシビリティ」とは、「情報の利用しやすさ」のこと。）

３．施策の方向性 

（１）障害のある人に配慮した情報提供の充実等 

（２）意思疎通支援の充実 

（３）行政情報のアクセシビリティの向上 
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４．基本的な施策 

（１）障害のある人に配慮した情報提供の充実等 

障害のある人の円滑な情報取得・利用、意思表示やコミュニケーションを実現する

ため、情報通信における情報アクセシビリティの向上を図ります。 

また、すべての人が等しく情報を得ることができるよう、障害のある人に配慮した

情報提供の充実を図ります。 

8-(1)-1 情報通信機器等の調達に係る配慮 

市における情報通信機器等（ウェブコンテンツ（掲載情報）に関するサービスやシ

ステムを含む。）の調達は、情報アクセシビリティの観点に配慮し、国際規格、日本

工業規格への準拠・配慮に関する関係法令に基づいて実施します。 

8-(1)-2 パソコンサポーターの活用支援 

障害のある人が障害特性に応じたパソコン操作を習得できるよう、パソコンサポー

ターを活用した支援を行います。 

また、障害の特性に応じた支援を推進するため、パソコンサポーターの養成と資質

の向上に努めます。 

8-(1)-3 北九州市障害福祉情報センターの充実 

障害や障害のある人、障害福祉についての情報を収集し、障害のある人やその家族、

支援者等が必要な時に障害福祉関係の情報を容易に入手できる総合窓口として、北九

州市障害福祉情報センター（ウェブサイト等）の充実を図ります。 

8-(1)-4 視聴覚障害者情報提供施設の充実 

コミュニケーション支援が必要な障害のある人への情報提供等のため、視聴覚障害

者情報提供施設（点字図書館、聴覚障害者情報センター）の充実を図ります。 

8-(1)-5 聴覚障害のある人のための支援推進 

 市が主催する講演会や講座において、手話通訳者や要約筆記者の派遣、補聴器の聴

こえをよくするヒアリングループ（磁気誘導ループ）の使用を推進することにより、

聴覚障害のある人や高齢のため聴こえづらくなった人の参加を促進します。 

8-(1)-6 視覚障害のある人への情報の提供に関する対応 

 「市政だより」や「北九州市議会だより」について、視覚障害のある人への対応と

して点字、音声、テキスト版を発行し、希望者への配布を行うことで市の重点施策に

関する情報や地域の話題等を提供します。 

8-(1)-7 聴覚障害のある人の市議会本会議等の傍聴等 

 聴覚障害のある人が市議会本会議等を傍聴しやすい環境をさらに整え、円滑に本会
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議等の情報を入手することができるよう、適時、改善策について検討・実践します。 

（２）意思疎通支援の充実 

意思疎通が困難な障害のある人の特性に応じ、意思疎通支援者の養成・派遣等の人

的支援体制の充実を図るなど、障害特性の多様化に対応した意思疎通支援の充実を図

ります。 

8-(2)-1 意思疎通支援者の派遣・養成の推進 

 障害に応じたコミュニケーション手段の確保に向け、点訳・音訳、手話、要約筆記、

盲ろう者通訳・ガイドヘルパー等に従事できる意思疎通支援者の養成に努めるととも

に、手話通訳者等の意思疎通支援者の派遣を推進し、コミュニケーション支援を図り

ます。 

8-(2)-2 情報やコミュニケーションに関する支援機器等の普及促進 

情報やコミュニケーションに関する支援機器を必要とする障害のある人に対して

日常生活用具の給付又は貸与を行うとともに、支援機器の利用促進を図ります。 

8-(2)-3 意思疎通が困難な重度の障害のある人に対する支援の充実 

意思疎通が困難な重度の障害のある人に対して、家族や介護者等とのコミュニケー

ション手段を確保するため、専門職による相談支援等を行います。 

また、意思疎通が困難な重度の障害のある人についての理解促進や支援技術向上を

図るため、医療・障害福祉関係者に対する研修会等を実施します。 

8-(2)-4 重度障害者入院時コミュニケーション支援事業の利用促進 

 意思疎通が困難な重度の障害のある人が医療機関に入院した場合に、医療従事者と

の円滑な意思疎通を支援する重度障害者入院時コミュニケーション支援事業の利用

促進に努めます。 
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（３）行政情報のアクセシビリティの向上 

障害のある人が必要とする行政情報を、いつでも容易に取得することができるよう、

更なる行政情報のバリアフリー化を推進します。 

8-(3)-1 行政情報の提供の推進 

 障害のある人を含む全ての人が必要とする行政情報を容易に取得することができ

るよう、文字の拡大や読み上げ等、利用しやすさに配慮した北九州市や市議会のウェ

ブサイトづくりに取り組みます。 

8-(3)-2 障害のある人への災害・避難情報の提供推進 

災害・避難情報をテレビ・ラジオ、緊急速報メール、登録制防災メール（もらって

安心・まもるくん）、ウェブサイト、ツイッター等を活用し積極的に提供します。 

また、携帯電話を保有していないため、緊急速報メールや登録制防災メールにより

情報を入手することができない視覚障害や聴覚障害のある人に、自宅の固定電話や 

ファックスで避難情報を提供します。 

8-(3)-3 障害特性に応じた選挙等に関する情報提供 

 選挙に当たっては、点字版「選挙のお知らせ」（選挙公報の点訳版）や音声版「選

挙のお知らせ」（選挙公報の音訳版）又はインターネットを通じた候補者情報の提供

等、情報通信技術（ＩＣＴ）の進展等も踏まえながら、障害特性に応じた選挙等に関

する情報提供に努めます。 

8-(3)-4 障害特性に応じた分かりやすい情報の提供 

 障害のある人に関する施策についての情報提供及び緊急時における情報提供等を

行う際には、知的障害や精神障害のある人等にも分かりやすい情報の提供に努めるな

ど、多様な障害の特性に応じた配慮を行うよう努めます。 
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分野９ 安全・安心の実現（防災・防犯、消費者保護） 

１．現状と課題 

 北九州市障害者支援計画（平成２４年度～２９年度）の主な実績  

（１）防災対策の推進 

災害時における自助・共助による避難支援の仕組みづくりを促進する「避難行

動要支援者避難支援事業」等を実施し、地域における避難支援の取り組みを支援

しました。 

また、障害種別の特性を踏まえたきめ細かな情報提供を推進するとともに、「災

害時障害者サポートマニュアル」等の普及に努めるなど、災害時の避難行動の支

援、見守り、支え合いの体制づくりに努めました。 

 次期計画に向けた課題  

○ 障害のある人等の要配慮者が安心して生活できるように、防災対策が適切に

講じられ、また、地震、火災等災害情報の伝達や災害発生時における避難誘

導等が迅速かつ的確に行われることが大切です。 

○ 犯罪類型が多様化するとともに、障害のある人や高齢者等の社会的弱者が犯

罪の対象となることや、障害のある人を狙った消費者トラブルの相談が増加

するなか、被害の未然防止と早期発見による被害拡大防止を図ることが必要

です。 
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２．基本的な考え方 

障害のある人が、安全に安心して生活することができるよう、災害

に強い地域づくりを推進するとともに、災害発生時における障害特性

に配慮した適切な情報保障や避難支援、福祉避難所（福祉避難スペー

ス）を含む避難所等の確保や障害福祉・医療サービスの継続等を行う

ことができるよう、防災の取り組みを推進します。 

また、障害のある人を犯罪被害や消費者被害から守るため、防犯対

策や消費者トラブルの防止に向けた取り組みを推進します。

３．施策の方向性 

（１）防災対策の推進 

（２）防犯対策の推進 

（３）消費者トラブルの防止及び被害からの保護 
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４．基本的な施策 

（１）防災対策の推進 

障害のある人や高齢者等の要配慮者が安心して生活するために、防災対策を適切に

講じ、地震、火災等災害情報の伝達や災害発生時における避難誘導等が迅速かつ的確

に行えるよう、要配慮者に対する細やかな支援を推進します。 

9-(1)-1 北九州市地域防災計画に基づいた各種の防災対策の推進 

地震・豪雨等による災害や火災が起きた場合の救出や救護、災害発生のおそれがあ

るときの事前の避難等の防災対策は、障害の有無に関わらず非常に重要である。この

ため、自助・共助・公助の役割の明確化のもと、北九州市地域防災計画に基づいた各

種の防災対策に取り組みます。 

また、避難場所や災害に関する情報等を掲載した防災ガイドブックの市内の各世帯

への配布等により市民の防災意識の向上に取り組みます。 

9-(1)-2 障害特性に配慮した情報伝達の推進 

災害発生時、又は災害が発生するおそれがある場合、障害のある人に対して適切に

情報を伝達できるよう、事業者等の協力を得つつ、障害特性に配慮した情報伝達の体

制の整備を推進します。 

9-(1)-3 地域ぐるみの防災ネットワークの構築 

災害発生時に自力又は同居する家族等の支援では避難することが困難な障害のあ

る人や高齢者等を事前に把握し、避難行動要支援者名簿を作成するとともに、平常時

からその情報を地域に提供することにより、自助・共助による災害時の避難支援の仕

組みづくりを促進します。 

また、地域住民による避難支援等の取り組みについて、地域ぐるみの防災ネットワ

ークの構築に向けた助言を行うなど、地域における防災の取り組みを支援します。 

9-(1)-4 障害特性に応じた災害時支援の推進 

障害のある人や高齢者等の要配慮者は、その状態等によって特別な支援が必要であ

るため、避難所等のバリアフリー化を推進するとともに、「福祉避難所の確保・運営

ガイドライン」等を踏まえ、避難所において障害のある人が、必要な物資を含め、障

害特性に応じた支援と合理的配慮を得ることができるよう、必要な体制の整備に努め

ます。 

また、障害当事者を含む地域住民と、障害関係機関・団体相互の協力体制を確立し、

福祉関連物資の調達や施設への緊急入所等の支援を行います。 

9-(1)-5 福祉避難所の確保 

 一般的な避難所での生活が困難な要配慮者のために、特別な配慮がなされた避難所

として、「福祉避難所」の確保に継続して取り組みます。 
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9-(1)-6 災害発生後の各種サービスの提供と災害時対応の推進 

 災害発生後にも継続して障害福祉・医療サービスを提供することができるよう、障

害福祉サービス事業所や医療機関等における災害対策を推進するとともに、他の社会

福祉施設等とのネットワークの形成に取り組みます。 

9-(1)-7 要配慮者利用施設における避難確保 

 水害・土砂災害時に要配慮者の円滑かつ迅速な避難の確保を図るため、浸水想定区

域や土砂災害警戒区域内の要配慮者利用施設における避難確保計画の作成及び訓練

の実施を促進します。 

9-(1)-8 災害時の聴覚・言語機能障害のある人の緊急通報対応 

火災や救急事案が発生した時の、障害のある人からの緊急通報体制を推進します。 

例えば、聴覚や言語機能等に障害のある人がいつでもどこからでも円滑な緊急通報

を行えるよう、緊急通報手段である「ファックス119」及びパソコンや携帯電話のメ

ール機能を利用した「あんしんメール119」により、障害のある人からの緊急通報へ

の迅速、的確な対応を図ります。 

（２）防犯対策の推進 

障害のある人や高齢者が安心して生活するため、防犯対策を適切に講じることで、

障害のある人や高齢者等の社会的弱者が犯罪に巻き込まれることのないような社会

づくりを推進します。 

9-(2)-1 聴覚・言語機能障害のある人の緊急通報対応 

 障害のある人が警察へ緊急通報する手段である「ファックス110番」及びパソコン

や携帯電話のメール機能を利用した「メール110番」について、防犯教室や各種刊行

物を活用した広報活動により普及啓発を図ります。 

9-(2)-2 犯罪被害の防止と防犯環境の整備促進 

 地域の障害者団体、障害福祉施設、警察等との連携の促進等により、犯罪被害の防

止に努めるとともに、防犯カメラの設置補助、防犯灯の設置・維持管理補助により、

防犯環境の整備促進を行い、安全・安心な環境の構築を推進します。 
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（３）消費者トラブルの防止及び被害からの保護 

障害のある人を狙った消費者トラブルについて、被害の未然防止と早期発見による

被害拡大防止を図ります。 

9-(3)-1 障害のある人の消費者トラブルの防止及び被害からの救済 

障害のある人の消費者トラブルに関する情報を収集し、積極的な発信を行うととも

に、その被害からの救済に関して必要な情報提供を行います。 

消費者トラブルに関する出前講座等では、障害特性に応じて選択できる教材の提供

に努め、障害のある人の消費者トラブルの防止及び被害からの救済を図ります。 

9-(3)-2 消費者安全に関するネットワークの構築 

障害者団体、消費者団体、障害福祉関係団体、行政等、地域の多様な主体が連携し

て、消費者安全に関わる情報を共有し、障害のある人の消費者被害の防止に向けて、

きめ細やかで裾野の広いネットワークの構築を図ります。 

9-(3)-3 消費生活相談体制の整備 

市立消費生活センターにおいて、ファックスや電子メール等での消費者相談を受け

付けます。 

また、相談を受ける消費生活相談員に対して、障害のある人への理解のための研修

等を実施することにより、障害のある人の特性に配慮した消費生活相談体制の整備を

図ります。 
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分野１０ 差別の解消、権利擁護の推進及び虐待の防止 

１．現状と課題 

 北九州市障害者支援計画（平成２４年度～２９年度）の主な実績  

（１）権利擁護の推進 

障害者差別解消法に基づき、障害のある人からの相談を受ける「北九州市障害

者差別解消相談コーナー」を開設し、障害を理由とする差別の解消に取り組むと

ともに、「北九州市障害者差別解消支援地域協議会」を設置して差別事案等の情

報共有や関係機関との連携を図ることにより、地域全体での相談・紛争解決に向

けた体制の構築に努めてきました。 

また、障害者差別解消法を補完する「障害を理由とする差別をなくし誰もが共

に生きる北九州市づくりに関する条例」の制定に取り組むなど、差別の解消の推

進を図りました。 

さらに、障害があることによって社会生活を送るうえで不利益を受けないよう、

障害のある人の権利擁護の推進に努めるとともに、障害者虐待防止に関する体制

の構築を進めました。 

 次期計画に向けた課題  

○ 障害者差別解消法や「障害を理由とする差別をなくし誰もが共に生きる北九

州市づくりに関する条例」に基づき、障害のある人とともに、障害を理由と

する差別の解消に向けた取り組みをより一層推進する必要があります。 

○ 障害のある人の権利利益が侵害されることのないよう、必要かつ合理的な配

慮についての理解を広めることが必要です。 
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２．基本的な考え方 

社会のあらゆる場面において障害を理由とする差別の解消を進め

るため、障害者団体等の取り組みとの連携を図りつつ、事業者や市民

の幅広い理解の下、環境の整備に係る取り組みを含め、障害者差別解

消法や「障害を理由とする差別をなくし誰もが共に生きる北九州市づ

くりに関する条例」（以下、「市条例」という。）に基づき、障害者

差別の解消に向けた取り組みを推進します。 

また、障害者虐待防止法の適正な運用を通じて障害のある人への虐

待を防止するとともに、障害のある人の権利侵害の防止や被害からの

救済を図るため、相談・紛争解決体制の充実等に取り組むことにより、

障害のある人の権利擁護のための取り組みを着実に推進します。 

３．施策の方向性 

（１）障害を理由とする差別の解消の推進 

（２）権利擁護の推進、虐待の防止 

（３）行政等における配慮の充実 
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４．基本的な施策 

（１）障害を理由とする差別の解消の推進 

障害者差別解消法が施行されたことに伴い、障害を理由とする差別を解消する施策

及び合理的配慮の推進に努めます。 

10-(1)-1 障害を理由とする差別の解消に向けた取り組み 

障害者差別解消法並びに同法に基づく基本方針、対応要領及び対応指針並びに市条

例に基づき、障害を理由とする不当な差別的取扱いの禁止や、障害のある人に対する

合理的配慮の提供を徹底するなど、障害を理由とする差別の解消に向けた取り組みを

着実に進めるとともに、事業者が適切に対応できるよう必要な対応を行います。 

10-(1)-2 障害を理由とする差別の解消に向けた施策の推進 

障害者差別解消法及び同法に基づく基本方針や市条例に基づき、社会的障壁の除去

の実施についての合理的配慮を的確に行うため、技術進歩の動向を踏まえつつ、ハー

ド面でのバリアフリー化施策、情報の取得・利用・発信におけるアクセシビリティ向

上のための施策、職員に対する研修等の環境整備の施策を着実に進めます。 

10-(1)-3 相談・紛争解決等を実施する体制の運用 

障害のある人に対する差別及びその他の権利侵害を防止し、その被害からの救済を

図るため、障害を理由とする差別に関する相談窓口の運営や、解決が困難な事案につ

いて助言・あっせんを行う第三者機関の設置等により、相談・紛争解決等を実施する

体制の円滑な運用と、その利用の促進を図ります。 

10-(1)-4 人権施策の推進 

 「人権文化のまちづくり」をキーワードに、人間の尊厳、自立、共生・協創の３つ

を基本理念とする「北九州市人権行政指針」に基づき、障害のある人を含めた人権施

策の推進に取り組みます。 
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（２）権利擁護の推進、虐待の防止 

障害のある人の権利擁護のため、更なる施策に取り組みます。 

10-(2)-1 虐待の予防と早期発見 

障害のある人への虐待の予防及び早期発見等を行うため、市民、障害者団体、障害

福祉サービス事業者、企業等に対して、障害者虐待防止法の概要について、積極的に

啓発を行うとともに、地域における効果的な協力体制を検討します。 

10-(2)-2 障害のある子どもの保護者への支援 

児童虐待の背景のひとつにある、障害のある子どもの子育てに係る課題を踏まえて、

保護者に対する相談等の支援に取り組み、虐待の未然防止と早期対応に努めます。 

また、「障害者・高齢者相談コーナー」及び「子ども・家庭相談コーナー」で、障

害のある子どもや家庭に関する相談に応じ、各窓口や関係機関等と連携を取りながら、

それぞれの内容に応じた支援・対応を行うとともに、相談者の不安や負担感の軽減を

図ります。 

10-(2)-3 成年後見制度の利用促進 

障害のある人に対する意思決定支援を踏まえた自己決定を尊重する観点から、国の

意思決定支援ガイドラインの普及を図ります。 

また、日常生活上の判断に不安がある場合には、権利擁護・市民後見センター「ら

いと」が実施する市民の力を活かした法人後見により、日常的な金銭管理や障害福祉

サービスの利用援助を受けるなど、成年後見制度の利用を促進するとともに、成年後

見制度の普及・啓発を行います。 

10-(2)-4 成年後見制度利用支援事業の推進 

成年後見制度の利用に際し、法的に高度な専門性を必要とする場合等は、北九州成

年後見センター「みると」と連携・協働し、判断能力が不十分な方の権利と財産を守

るための支援を行います。 

また、成年後見制度の利用が困難な障害のある人等については、市長が代わって審

判の申し立てを行うとともに、生活保護受給者等については、申し立て費用及び後見

人等の報酬を助成する成年後見制度利用支援事業を推進します。 

10-(2)-5 相談・支援の担い手による取り組みの推進 

身体・知的障害者相談員を始め、身近な相談・支援の担い手による障害のある人の

権利擁護のための取り組みを推進するとともに、各相談員等の資質向上を図ります。 

10-(2)-6 障害福祉サービス利用者等からの苦情対応 

障害福祉サービス利用者等からの苦情を適切に解決するために、障害福祉サービス

事業者が設けた苦情解決システムや福岡県社会福祉協議会に設置された運営適正化

委員会、本市の保健福祉オンブズパーソンの活用を図りながら、障害福祉サービス利
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用者等の権利擁護に努めます。 

10-(2)-7 高齢者・障害者あんしん法律相談の推進 

障害のある人や高齢者の財産管理等、法律に関わる問題を扱う高齢者・障害者あん

しん法律相談事業を引き続き実施し、法律上の諸問題について弁護士会の協力による

支援を推進します。 
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（３）行政等における配慮の充実 

障害のある人が適切な配慮を受けることができるよう、市の職員等における障害の

ある人に対する理解の促進に努めるとともに、障害のある人がその権利を円滑に行使

することができるように、行政サービス等における配慮を行います。 

10-(3)-1 市における合理的配慮の充実 

市における事務・事業の実施に当たっては、障害者差別解消法の規定により策定し

た「障害を理由とする差別の解消の推進に関する北九州市職員対応要領」に基づき、

障害のある人が必要とする社会的障壁の除去の実施について合理的配慮を行います。 

10-(3)-2 市職員等の研修の実施 

職員研修において、障害及び障害のある人への理解促進を図る研修を実施するとと

もに、窓口等における障害のある人への配慮の徹底を図ります。 

10-(3)-3 市における行政情報の提供における配慮 

市における行政情報の提供等に当たっては、情報通信技術（ＩＣＴ）の進展等も踏

まえ、アクセシビリティに配慮した情報提供に努めます。 

10-(3)-4 障害特性に応じた選挙等に関する情報提供 

選挙に当たっては、点字版「選挙のお知らせ」（選挙公報の点訳版）や音声版「選

挙のお知らせ」（選挙公報の音訳版）又はインターネットを通じた候補者情報の提供

等、情報通信技術(ＩＣＴ)の進展等も踏まえながら、障害特性に応じた選挙等に関す

る情報提供に努めます。 

10-(3)-5 投票環境の向上と障害のある人の投票機会の確保 

移動に困難を抱える障害のある人に配慮した投票所のバリアフリー化、障害のある

人の利用に配慮した投票設備の設置等、投票所における投票環境の向上に努めます。 

また、指定病院等における不在者投票、郵便等による不在者投票の適切な実施の促

進により、選挙の公正を確保しつつ、投票所での投票が困難な障害のある人の投票機

会の確保を図ります。 

10-(3)-6 資格試験等における配慮の提供 

市が認定する資格の取得等において障害のある人に不利が生じないよう、検定試験

や講習の実施等における必要な配慮の提供を推進します。 
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分野１１ 広報・啓発の推進(障害のある人に対する理解の促進) 

１．現状と課題 

 北九州市障害者支援計画（平成２４年度～２９年度）の主な実績  

（１）市民啓発の推進 

バリアフリーウィーク期間に実施するこころのバリアフリー啓発事業や「障害

者週間」での啓発活動等の実施により、広く市民に対し、障害のある人に関する

人権教育や人権啓発等を推進するとともに、障害のある人の人権尊重に対する地

域社会の理解と協力を得る取り組みを実施しました。 

また、身体内部に障害のある人を表す「ハート・プラスマーク」等の障害のあ

る人を表すマークの普及や周囲からの配慮を必要とする人が持つ「ヘルプカード」

を配布するなど、障害のある人への一層の理解促進を図りました。 

（２）発達障害のある人、難病患者等に対する支援 

特に、外見からは分かりにくい発達障害や難病への正しい理解と支援を広めて

いくため、学校関係者を始め広く市民等に対して、啓発を継続して実施しました。 

（３）ボランティア活動の促進 

障害のある人の社会参加や余暇活動を支援するボランティア等の人材育成を

図るとともに、ボランティア団体のネットワークづくり等、身近な地域での活動

を支援する体制の構築に努めました。 

 次期計画に向けた課題  

○ 障害福祉施策は幅広い市民の理解を得ながら進めていくことが重要であり、

障害及び障害のある人の理解の促進を図るため、広報・啓発活動を推進する

必要があります。 

○ 様々な人々がともに支え合い、交流する地域社会づくりを進めることに繋が

るボランティア活動に対する理解を深め、その活動を支援することが重要で

す。 
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２．基本的な考え方 

障害のある人と障害のない人が、お互いに障害の有無にとらわれる

ことなく、支え合いながら社会で共に暮らしていくことが日常となる

ように、障害や障害のある人、その障害特性や必要な配慮等に関する

理解を促進し、「心のバリアフリー」を推進します。

３．施策の方向性 

（１）広報・啓発活動の推進 

（２）障害及び障害のある人に対する理解の促進 

（３）ボランティア活動等の推進 
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４．基本的な施策 

（１）広報・啓発活動の推進 

障害福祉施策を幅広い市民の理解を得ながら進めていくため、また、障害者基本法

及び本計画の目的等に関する理解の促進を図るため、広報・啓発活動を推進します。 

11-(1)-1 幅広い広報と啓発活動の推進 

障害福祉施策は幅広い市民の理解を得ながら進めていくことが重要であり、行政は

もとより、企業、民間団体、マスメディア等の多様な主体との連携による幅広い広報・

啓発活動を計画的かつ効果的に推進し、障害福祉施策の意義について更なる理解の促

進を図ります。 

その際、効果的な情報提供や、市民の意見の反映に努めるとともに、障害当事者以

外に対する訴求も重要であることに留意します。 

11-(1)-2 障害者週間における啓発活動 

障害者基本法に定められた障害者週間を中心に、各種行事の開催や障害当事者等を

講師とする研修会、出前講演等の取り組みを推進するとともに、市政だよりやウェブ

サイト、新聞やラジオ等の効果的な活用を図ります。 

11-(1)-3 「社会モデル」の普及と「心のバリアフリー」の推進 

障害とは個人の心身の機能のみに起因するものでなく、障害のある人が自立した日

常生活や社会生活を営む上で障壁となる「社会的障壁」と相対することによって生じ

るとする「社会モデル」の考え方について市民の理解を深めます。また、社会モデル

の考え方を踏まえ、「障害のある人」についても障害者手帳の所持者に限らず幅広く

捉える必要があることを周知します。 

さらに、様々な心身の特性や考え方を持つ全ての人々が、相互に理解を深めようと

コミュニケーションをとり、支え合う「心のバリアフリー」を社会全体で推進すると

ともに、心のバリアフリーへの理解を深めるための取り組みを進めます。 



105 

（２）障害及び障害のある人に対する理解の促進 

障害及び障害のある人に対する理解を促進するための取り組みを推進します。 

11-(2)-1 障害のある人の参画による啓発活動の実施 

障害や障害のある人に対する市民の関心と理解を深めるため、障害のある人や障害

福祉関係団体の参画のもとで、啓発活動を継続的に実施します。 

11-(2)-2 障害特性や必要な配慮等に関する市民の理解の促進 

知的障害、精神障害、発達障害、難病、高次脳機能障害、若年性認知症、盲ろう、

重症心身障害その他の重複障害等、より一層の市民の理解が必要な障害や、外見から

は分かりにくい障害について、その障害特性や必要な配慮等に関する市民の理解の促

進を図ります。 

11-(2)-3 障害のある人に配慮した設備・整備等の理解促進 

点字、手話、視覚障害者誘導用ブロックや身体障害者補助犬、障害者用駐車スペー

ス等、障害のある人に配慮した設備・制度等の取り組みに対する市民の理解を促進す

るとともに、その円滑な利活用に必要な配慮等について周知を図ります。 

11-(2)-4 学校における人権教育の充実 

各小学校で行われている障害のある子どもと障害のない子どもとの交流及び共同

学習を継続的に行うとともに、指導者が人権についての意識をさらに高め、子どもた

ちに対して適切な指導ができるよう、各種研修会を通して周知を図り、人権教育の充

実を図ります。 

11-(2)-5 地域住民等との日常的交流の推進 

地域社会における障害のある人への理解を促進するため、障害福祉施設や教育機関

等と地域住民等との日常的交流の一層の拡大を図るとともに、地域活動等において、

障害のある人と地域の人が触れ合う機会を増やすことにより、お互いの理解を深めま

す。 
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（３）ボランティア活動等の推進 

障害のある人と障害のない人がともに日常生活又は社会生活を営むことができる

地域社会を目指し、ボランティア活動等を推進します。 

11-(3)-1 障害のある人を支援する取り組みの促進 

特定非営利活動法人、ボランティア団体等、障害のある人も含む、多様な主体によ

る障害のある人を支援する取り組みを促進するため、必要な活動環境の整備を図りま

す。 

11-(3)-2 ボランティアの育成の推進 

障害のある人や子どもの親の会等が大学、社会福祉協議会、ＮＰＯ法人等のボラン

ティアと連携して実施するスポーツ、文化活動等の余暇活動等を支援します。 

また、児童、生徒や地域住民等のボランティア活動に対する理解を深め、その活動

を支援するとともにボランティアの育成を推進します。 



北九州市障害福祉計画 

及び 

北九州市障害児福祉計画 
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第５章 北九州市障害福祉計画及び北九州市障害児福祉計画の

概要 

１ 計画の基本理念 

（１）基本的な考え方 

「第５期北九州市障害福祉計画及び第１期北九州市障害児福祉計画」は、障害者総

合支援法の「全ての国民が，障害の有無にかかわらず等しく基本的人権を享有するか

けがえのない個人として尊重されるものである」との理念を実現するため、障害者総

合支援法第８８条第１項及び児童福祉法第３３条の ２０第１項に基づく｢市町村計

画｣として策定するものです。 

本計画の策定にあたっては、障害者総合支援法及び児童福祉法の主旨を踏まえ、国

の定める基本的な指針に即し、障害のある人等の地域生活を支援するためのサービス

基盤整備等に係る平成３２年度末の目標を設定するとともに、平成３０年度から平成

３２年度までの障害福祉サービス及び相談支援ならびに地域生活支援事業及び障害

児通所支援等を提供するための体制の確保を総合的にかつ計画的に図るための取り

組みを定めるものです。 

①「障害者総合支援法」第８８条に基づく障害福祉計画 

・ 障害福祉サービス、相談支援及び地域生活支援事業の提供体制の確保に係る目標に関

する事項 

・ 各年度における指定障害福祉サービス、指定地域相談支援又は指定計画相談支援の種

類ごとの必要な量の見込み 

・ 地域生活支援事業の種類ごとの実施に関する事項 等 

Ｈ１８～２０ Ｈ２１～２３ Ｈ２４～２６ Ｈ２７～２９ Ｈ３０～３２ 

第１期 

障害福祉計画 

第２期 

障害福祉計画 

第３期 

障害福祉計画 

第４期 

障害福祉計画 

第５期 

障害福祉計画 

②「児童福祉法」第３３条の２０に基づく障害児福祉計画 

・ 障害児通所支援及び障害児相談支援の提供体制の確保に係る目標に関する事項 

・ 各年度における指定通所支援又は指定障害児相談支援の種類ごとの必要な見込量等

Ｈ３０～３２ 

第１期 

障害児福祉計画 
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（２）国の第５期障害福祉計画及び第１期障害児福祉計画のポイント 

 平成２９年３月、厚生労働省では、障害のある人や障害のある子どもの地域生活を

支援するためのサービス基盤整備等に係る平成３２年度末の数値目標を設定すると

ともに、障害福祉サービス等（障害福祉サービス、相談支援並びに市町村及び都道府

県の地域生活支援事業）及び障害児通所支援等（障害児通所支援及び障害児入所支援

並びに障害児相談支援）を提供するための体制の確保が計画的に図られるように新た

な基本指針を定めました。 

 第５期障害福祉計画及び第１期障害児福祉計画に係る基本的理念は、以下のとおり

です。 

① 障害のある人等の自己決定の尊重と意思決定の支援  

② 市町村を基本とした身近な実施主体と障害種別によらない一元的な障害福祉

サービスの実施等  

③ 入所等から地域生活への移行、地域生活の継続の支援、就労支援等の課題に

対応したサービス提供体制の整備  

④ 地域共生社会の実現に向けた取組  

⑤ 障害児の健やかな育成のための発達支援  

 この基本指針を基本とし、障害福祉サービス等の提供体制及び自立支援給付等の円

滑な実施を確保することに努めます。 

【国の第５期障害福祉計画及び第１期障害児福祉計画のポイント】 

〔出展〕厚生労働省；第５期障害福祉計画等に係る国の基本指針の見直しについて 
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２ 第４期北九州市障害福祉計画の進捗状況 

 第４期北九州市障害福祉計画（平成２７年度～２９年度）は、成果目標及び活動指

標等、おおむね良好に推移しています。 

（１）成果目標 

① 福祉施設の入所者の地域生活への移行 

【 成果目標 】 

ア 施設入所者の地域生活移行 

平成２９年度末までに、平成２５年度末時点の施設入所者数の１１．１％ 

以上が地域生活へ移行することを目標とします。 

 平成２５年度末の施設入所者数（実績） １,４４１人 
11.1％以上移行

 平成２９年度の地域生活への移行（目標） １６０人以上 

イ 施設入所者数の減員 

平成２９年度末の施設入所者数を平成２５年度末時点の施設入所者数から

４％以上減員することを目標とします。 

 平成２５年度末の施設入所者数（実績） １,４４１人 
４％以上減員 

 平成２９年度末の施設入所者数（目標） １,３８３人以下 

【 達成状況 】※平成２９年度は推計 

平成２５年度末時点の

施設入所者 Ａ 
１,４４１人 

 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 目標値 

 各年度末までに地域

生活に移行した人数 
４９人 

７４人 

 （５．１％） 

９９人 

 （６．９％） 
11.1％以上

 各年度末までの施設

入所者の減員数 Ｂ 

１３人 

（▲０．９％） 

３８人 

（▲２．６％）

５１人 

（▲３．５％）
▲４％以上 

各年度末時点の施設 

入所者数 Ａ－Ｂ 
１,４２８人 １,４０３人 １,３９０人 

１,３８３人

以下 
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② 入院中の精神障害のある人の地域生活への移行 

【 成果目標 】 

ア 精神病床における早期退院率 

入院後３か月時点の退院率については５８％以上、入院後１年時点の退院率

については８８％以上とすることを目標とします。 

入院後３か月時点の退院率（目標） ５８％以上 

入院後１年時点の退院率（目標） ８８％以上 

イ 精神病床における一年以上長期入院患者の在院者数 

１年以上の在院者数を平成２４年６月末時点から１３％以上減少すること

を目標とします。 

平成２４年６月末の１年以上の在院者数

（実績）
２,４９４人 

１３％以上減少
平成２８年６月末の１年以上の在院者数

（目標） 
２,１６９人以下 

【 達成状況 】※平成２９年度は推計 

 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 目標値 

入院後３ヶ月時点の

退院率 
５６% ５２% ５２% ５８％以上 

入院後１年時点の 

退院率 
８６% ８７% ８２% ８８％以上 

１年以上の在院者数

の減少率 
▲５% ▲７．２% ▲７．５% ▲１３％以上 

③ 地域生活支援拠点等の整備 

【 成果目標 】 

地域生活支援拠点等（地域生活支援拠点又は面的な体制をいう。以下同じ。）

について、平成２９年度末までに、少なくとも一つを整備することを目標としま

す。

【 達成状況 】 

地域生活支援拠点等については、整備できていません。
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④ 福祉施設から一般就労への移行促進 

【 成果目標 】 

ア 一般就労移行者数 

福祉施設の利用者のうち、就労移行支援事業等を通じて、平成２９年度中に

一般就労に移行する者を、平成２４年度の一般就労への移行実績の２倍以上と

することを目標とします。 

 平成２４年度の一般就労への移行（実績） ７６人 
２倍以上 

 平成２９年度の一般就労への移行（目標） １５２人以上 

イ 就労移行支援事業の利用者数 

平成２９年度末における就労移行支援事業の利用者数が、平成２５年度末に

おける利用者数の６割以上増加することを目標とします。 

 平成２５年度の一般就労への移行（実績） ３６４人 
６割以上増加 

 平成２９年度の一般就労への移行（目標） ５８３人以上 

ウ 就労移行支援事業所の就労移行率 

平成２９年度末における事業所ごとの就労移行率については、就労移行支援

事業所のうち、就労移行率が３割以上の事業所を全体の５割以上とすることを

目標とします。 

就労移行支援事業所の就労移行率が３割 

以上の事業所 
全体の５割以上 

【 達成状況 】※平成２９年度は推計 

ア 一般就労移行者数（人数と対Ｈ２４年比） 

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 目標値 

８５人 １３８人 １４５人 １４４人 １７７人 ２００人 １５２人以上

 １．６２倍 １．７１倍 １．６９倍 ２．０８倍 ２．３５倍 ２倍以上

イ 就労移行支援事業の利用者数（人数と対Ｈ２５年増加率）各年度３月末時点 

Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 目標値 

３６４人 ３８９人 ３７０人 ３４６人 ３６３人 ５８３人以上

 ０．６割増加 ０．１割増加 ０．５割減少 ほぼ増減無し ６割以上

ウ 就労移行支援事業所の就労移行率 

Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 目標値 

全体の 

４１．３％ 

全体の 

４０．０％ 

全体の 

４３．７％ 

全体の 

４割 

全体の 

５割以上
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（２）活動指標 

① 訪問系サービス ※平成２９年度は推計

○ 居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障害者等包括支援

見込む単位等 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 

利用者数 
見込 １，７４３人 １，８６２人 １，９９３人 

実績 １，７４１人 １，８０３人 １，８８９人 

利用時間 
見込 ４０，７４２時間 ４２，５１４時間 ４４，４３１時間 

実績 ４０，３３４時間 ４０，７３５時間 ４１，１４５時間 

※ 利用者数：月平均利用人数（人/月） 

※ 利用時間：月平均利用延べ時間（月平均利用人数×一人当たりの月平均利用時間） 

② 日中活動系サービス 

ア 生活介護

見込む単位等 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 

利用者数 
見込 ２，７８３人 ２，８３８人 ２，８９４人 

実績 ２，８１５人 ２，８５５人  ２，８８６人 

利用日数 
見込 ５１，７６３人日 ５２，７８６人日 ５３，８２８人日 

実績 ５４，８９１人日 ５５，８５０人日 ５７，１１８人日 

イ 自立訓練（機能訓練） 

見込む単位等 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 

利用者数 
見込 １３人 １４人 １５人 

実績 １３人 １１人 １０人 

利用日数 
見込 ２７８人日 ２９９人日 ３２１人日 

実績 ２５２人日 ２２３人日 ２０２人日 

ウ 自立訓練（生活訓練）

見込む単位等 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 

利用者数 
見込 １７６人 １７９人 １７９人 

実績 １７３人 １７５人 １８８人 

利用日数 
見込 ２，８６８人日 ２，９１７人日 ２，９１７人日 

実績 ２，６７９人日 ２，７０９人日 ３，２７０人日 

エ 就労移行支援事業

見込む単位等 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 

利用者数 
見込 ４２５人 ５０４人 ５８３人 

実績 ３７１人 ３５７人 ３７６人 

利用日数 
見込 ７，３５２人日 ８，７１９人日 １０，０８５人日 

実績 ６，１６６人日 ６，１１０人日  ６，２８８人日 
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オ 就労継続支援（Ａ型）

見込む単位等 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 

利用者数 
見込 ８８２人 １，００２人 １，１７０人 

実績 ８５２人   ９０１人   ９３８人 

利用日数 
見込 １７，９２２人日 ２０，４４０人日 ２３，８６８人日 

実績 １７，０９７人日 １７，９９５人日 １８，８４３人日 

カ 就労継続支援（Ｂ型）

見込む単位等 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 

利用者数 
見込 １，８１３人 １，９６３人 ２，１５５人 

実績 １，８５４人 ２，００４人  ２，１００人 

利用日数 
見込 ３５，７１６人日 ３８，６７１人日 ４２，４５３人日 

実績 ３１，６８７人日 ３４，０１２人日 ３６，３１０人日 

キ 療養介護

見込む単位等 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 

利用者数 
見込 ２８１人 ２８１人 ２８１人 

実績 ２７８人 ２７１人 ２７０人 

ク 短期入所（福祉型・医療型）

見込む単位等 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 

利用者数 
見込 ３４５人 ３７２人 ４０２人 

実績 ４３０人 ４９７人 ５４２人 

利用日数 
見込 ２，４４９人日 ２，７１５人日 ３，０１５人日 

実績 ２，７７４人日 ３，０４０人日 ３，１８５人日 

③ 居住支援・施設系サービス 

ア 共同生活援助（グループホーム）

見込む単位等 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 

利用者数 
見込   ９２８人 １，００４人 １，０８６人 

実績 １，０１２人 １，０８４人 １，１３０人 

イ 施設入所支援

見込む単位等 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 

利用者数 
見込 １，４１３人 １，３９９人 １，３８３人 

実績 １，４９１人 １，４７５人 １，４７１人 
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④ 相談支援 

ア 計画相談支援

見込む単位等 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 

利用者数 
見込 ８，６５７人 ８，９９１人 ９，３９４人 

実績 ６，４１８人 ７，３２４人  ７，７５６人 

イ 地域移行支援

見込む単位等 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 

利用者数 
見込 ２４人 ２６人 ３０人 

実績 ４０人 ３４人 ４０人 

ウ 地域定着支援

見込む単位等 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 

利用者数 
見込 ８５人 ９２人 １００人 

実績 ５９人 ６９人  ７５人 

エ 障害児相談支援

見込む単位等 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 

利用児童数 
見込 １，５７８人 １，８１１人 １，９８１人 

実績 １，３３９人 １，７７６人 ２，１２５人 

⑤ 障害児支援 

ア 児童発達支援

見込む単位等 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 

利用児童数 
見込 ５５３人 ６００人 ６２１人 

実績 ６４５人 ６００人 ６５３人 

利用日数 
見込 ７，４６２人日 ８，１４０人日 ８，４６７人日 

実績 ８，２００人日 ７，７４６人日 ８，３６５人日 

イ 放課後等デイサービス

見込む単位等 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 

利用児童数 
見込 １，１２７人 １，３１６人 １，４８２人 

実績 １，２６５人 １，４７３人  １，８８２人 

利用日数 
見込 １３，１０５人日 １５，５７１人日 １７，８３７人日 

実績 １４，８６５人日 １８，２５１人日 ２３，１７８人日 

ウ 保育所等訪問支援

見込む単位等 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 

利用児童数 
見込 １４２人 １４２人 １４２人 

実績  ７４人  ７１人  ６６人 

利用日数 
見込 １９６人日 ２２５人日 ２５９人日 

実績  ８３人日  ７６人日  ７０人日 
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エ 福祉型障害児入所支援

見込む単位等 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 

利用児童数 
見込 ７８人 ８０人 ８４人 

実績 ６９人 ６６人 ６６人 

オ 医療型障害児入所支援

見込む単位等 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 

利用児童数 
見込 ２７人 ２７人 ２７人 

実績 ２８人 ２４人 ２４人 
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（３）地域生活支援事業 

事業名 単位等  Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 

障害者相談支援事業

（障害者基幹相談支援

ｾﾝﾀｰ） 

箇所数 
見込 １箇所 １箇所 １箇所 

実績 １箇所 １箇所 １箇所 

基幹相談支援センター

等機能強化事業 
有無 

見込 有 有 有 

実績 有 有 有 

住宅入居等支援事業 

（居住サポート事業） 
有無 

見込 有 有 有 

実績 有 有 有 

発達障害者支援センタ

ー運営事業 

箇所数 
見込 ２箇所 ２箇所 ２箇所 

実績 ２箇所 ２箇所 ２箇所 

利用者 

数 

見込 １，２６０人 １，４１５人 １，５９０人 

実績 １，０１１人   ９２９人   ９７５人 

成年後見制度利用支援

事業 

利用者 

数 

見込 １２人 １３人 １４人 

実績  ８人  ７人  ９人 

成年後見制度法人後見

支援事業 
有無 

見込 有 有 有 

実績 有 有 有 

手話通訳者派遣事業 
派遣 

件数 

見込 ３，７２１件 ３，９０７件 ４，１０２件 

実績 ３，２６８件 ２，９５２件 ２，９０４件 

要約筆記者派遣事業 
派遣 

件数 

見込 ２４０件 ２５２件 ２６５件 

実績 ２５８件 ２１３件 ２１６件 

盲ろう者通訳・ガイドヘ

ルパー派遣事業 

派遣 

件数 

見込 １３８件 １４５件 １５２件 

実績 ２０６件 ２２７件 ２０４件 

介護・訓練支援用具 

給付又

は貸与

件数 

見込 １３５件 １４９件 １６４件 

実績 １０１件  ７７件  ９３件 

自立生活支援用具 

給付又

は貸与

件数 

見込 ４６５件 ４８６件 ５０７件 

実績 ４０６件 ４１３件 ４２７件 

在宅療育等支援用具 

給付又

は貸与

件数 

見込 ３５８件 ３６６件 ３７４件 

実績 ３０５件 ３２１件 ３２７件 

情報・意思疎通支援用具 

給付又

は貸与

件数 

見込 ３８０件 ３９５件 ４１０件 

実績 ３９２件 ３１１件 ３５８件 

排泄管理支援用具 

給付又

は貸与

件数 

見込 １０，９９９件 １１，２２０件 １１，４４６件 

実績 １０，９５５件 １１，２２５件 １１，５２４件 

居宅生活動作補助用具

（住宅改修費） 

利用 

件数 

見込 ３８件 ３９件 ４０件 

実績 ２８件 １８件 ２４件 
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事業名 単位等 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 

手話奉仕員養成事業 
養成 

人数 

見込 ７６人 ８０人 ８４人 

実績 ９１人 ８０人 ８２人 

手話通訳者養成事業 
養成 

人数 

見込  ８人  ９人 １０人 

実績 ２１人 ２２人 ２３人 

要約筆記者養成事業 
養成 

人数 

見込 １６人 （１６人） １７人 

実績  ８人  ９人  ７人 

盲ろう者通訳・ガイドヘ

ルパー養成事業 

養成 

人数 

見込 １４人 （１４人） １５人 

実績 １３人 － １３人 

移動支援事業 

利用者 

数 

見込 ５６９人 ５７３人 ５７７人 

実績 ５９１人 ５９５人 ５９２人 

利用 

時間 

見込 
８８，５０４ 

時間 

８９，７５８ 

時間 

９１，０３４ 

時間 

実績 
９０，６４８ 

時間 

８７，８６６ 

時間 

８７，５５０ 

時間 

地域活動支援センター

事業 
箇所数 

見込 １０箇所 １０箇所 １０箇所 

実績  ９箇所  ９箇所  ９箇所 

福祉ホーム 
利用者 

数 

見込 ２０人 ２０人 ２０人 

実績 １７人 １７人 ２３人 

日中一時支援事業（日帰

りショートステイ） 

利用者 

数 

見込 １４８人 １５０人 １５２人 

実績 １３６人 １３０人 １３６人 

利用 

回数 

見込 ６，１７３回 ６，２８２回 ６，３９５回 

実績 ５，４７３回 ５，６５８回 ５，９６３人 

障害者スポーツ大会 
参加者 

数 

見込 ５５５人 ５８３人 ６１２人 

実績 ５７６人 ５８３人 ５８４人 

障害者スポーツ教室 箇所数 
見込 １７箇所 １８箇所 １９箇所 

実績 ２１箇所 ２４箇所 ２６箇所 

点訳奉仕員養成事業 
養成 

人数 

見込 １７人 （１７人） １８人 

実績 １１人 ７人 １１人 

朗読奉仕員養成事業 
養成 

人数 

見込 １０人 （１０人) １１人 

実績 １１人 ７人  ６人 

パソコンサポーター養

成・派遣事業 

養成 

人数 

見込 ８人 ９人 １０人 

実績 ９人 ８人  ９人 

運転免許取得助成 
助成 

件数 

見込 ２２件 ２３件 ２４件 

実績 ２２件 ２３件 ５１件 

改造助成 
助成 

件数 

見込 ２４件 ２５件 ２６件 

実績 ２５件 １８件 ３５件 

障害児等療育支援事業 箇所数 
見込 ７箇所 ７箇所 ７箇所 

実績 ６箇所 ７箇所 ６箇所 
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３ 計画で定める項目 

障害のある人や障害のある子どもの地域生活を支援するための障害福祉サービス

等（障害福祉サービス及び相談支援並びに市町村及び都道府県の地域生活支援事業）

及び障害児通所支援等（障害児通所支援及び障害児入所支援並びに障害児相談支援）

を提供するための体制の確保が総合的かつ計画的に図られるようにすることを目的

として、以下の内容を定めます。 

１ 障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の提供体制の確保に係る目標

必要な障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の提供体制の確保に関する 

目標として、次に掲げる事項に係る目標（以下、「成果目標」）を設定する。 

① 福祉施設の入所者の地域生活への移行 

② 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

③ 地域生活支援拠点等の整備 

④ 福祉施設から一般就労への移行等 

⑤ 障害児支援の提供体制の整備等 

２ 障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の種類ごとの必要な量の見込み

上記の成果目標を達成するため、障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の

種類ごとの、成果目標を達成するために必要な量等（以下、「活動指標」）を設

定する。 

（１）訪問系サービス 

（２）日中活動系サービス 

（３）居住支援・施設系サービス 

（４）相談支援（計画相談支援、地域相談支援） 

（５）障害児支援 

（６）発達障害者支援関係 

３ 地域生活支援事業の種類ごとの実施に関する事項 

地域生活支援事業の実施に関して、成果目標の達成に資するよう本市の実情に

応じて、次の事項を定める。 

一 市が実施する事業の内容 

二 各年度における事業の種類ごとの実施に関する考え方及び量の見込み、 

各年度の見込量の確保のための方策
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第６章 成果目標及び活動指標等 

１ 障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の提供体制の 

確保に係る目標（成果目標） 

成果目標① 福祉施設の入所者の地域生活への移行 

○ 施設入所者の地域生活移行者数について

※施設入所者とは、福祉施設に入所している障害のある人をいう。 

【 成果目標 】 

ア 施設入所者の地域生活移行 

平成３２年度末において、平成２８年度末の施設入所者数の９％以上が地域

生活へ移行することを目標とします。 

 平成２８年度末の施設入所者数（実績） １，４０３人 
９％以上移行 

 平成３２年度の地域生活への移行（目標） １２７人以上 

イ 施設入所者数の減員 

平成３２年度末の施設入所者数を平成２８年度末時点の施設入所者数から

２％以上減員することを目標とします。 

 平成２８年度末の施設入所者数（実績） １，４０３人 
２％以上減員 

 平成３２年度末の施設入所者数（目標） １，３７４人以下 

 目標設定の考え方  

地域生活への移行を進める観点から、平成２８年度末時点の施設に入所している

障害のある人のうち、今後、自立訓練事業等を利用し、グループホーム、一般住宅

等に移行する人の数を見込み、その上で、平成３２年度末における地域生活に移行

するものの目標値を設定しました。 

〔 目標達成のための取り組み 〕 

本市障害者計画の分野３「地域包括ケアシステムの構築」において示す基本的な

施策（詳細は、５４頁参照）、また、分野１「生活の支援（障害福祉サービスの充

実）」のうち、特に「（２）障害福祉サービスの質の向上等」に係る施策（詳細は、

４３頁参照）により、成果目標の実現に努めます。 
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〔 成果目標に係る事業の活動指標 〕 

○ 訪問系サービス（１３４頁参照） 

居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障害者等包括支援 

（利用者数、利用時間数） 

○ 日中活動系サービス（１３５頁参照） 

生活介護（利用者数、利用日数） 

自立訓練（機能訓練）（利用者数、利用日数） 

自立訓練（生活訓練）（利用者数、利用日数） 

就労移行支援（利用者数、利用日数） 

就労継続支援（Ａ型）（利用者数、利用日数） 

就労継続支援（Ｂ型）（利用者数、利用日数） 

短期入所（福祉型・医療型）（利用者数、利用日数） 

○ 居住支援・施設系サービス（１４０頁参照） 

自立生活援助（利用者数） 

共同生活援助（利用者数） 

施設入所支援（利用者数） 

○ 相談支援（１４２頁参照） 

地域移行支援（利用者数） 

地域定着支援（利用者数） 

 国の基本指針  

平成３２年度末における地域生活に移行する者の目標値を設定する。 

当該目標値の設定に当たっては、平成２８年度末時点の施設入所者数の９%

以上が地域生活へ移行することとするとともに、これに合わせて平成３２年度

末の施設入所者数を平成２８年度末時点の施設入所者数から２%以上削減する

ことを基本とする。 
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成果目標② 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

１．保健・医療・福祉関係者による協議の場の設置について 

【 成果目標 】 

平成３２年度末までに当事者や保健・医療・福祉従事者を含む様々な関係者が情

報共有や連携を行うための新たな協議の場を設けることを目標とします。 

 目標設定の考え方  

精神障害のある人の数が年々増加し、精神保健福祉行政へのニーズが高まってい

ます。精神障害にも対応した地域包括ケアシステムを構築するため、保健・医療・

福祉関係者による協議の場を通じて、精神科医療機関、その他の医療機関、地域援

助事業者、市との重層的な連携による支援体制を構築する必要があると考えました。 

〔 目標達成のための取り組み 〕 

本市障害者計画の分野２「保健・医療の推進（重度障害者、難病施策の推進）」

において示す基本的な施策のうち、特に「（１）精神保健・医療の適切な提供等」

に係る施策（詳細は、４８頁参照）により、成果目標の実現に努めます。 

〔 成果目標に係る事業の活動指標 〕 

なし 

 国の基本指針  

平成３２年度末までに全ての市町村ごとに協議会やその専門部会等、保健、

医療、福祉関係者による協議の場を設置することを基本とする。医療関係者と

しては、病院、診療所、訪問看護ステーション等において精神科医療に携わる

関係者が参加することが望ましい。 
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２．精神病床における入院患者について 

【 成果目標 】 

ア 精神病床における一年以上長期入院患者数 

平成３２年度末の精神病床における６５歳以上の一年以上長期入院患者数は

１，２５０人以下を目標とし、平成３２年度末の精神病床における６５歳未満の一

年以上長期入院患者数は７６６人以下を目標とします。 

平成３２年度末の一年以上長期入院患者数

６５歳以上（目標） 
１，２５０人以下 

平成３２年度末の一年以上長期入院患者数

６５歳未満（目標） 
７６６人以下 

目標設定の考え方  

地域の精神保健医療福祉体制の基盤を整備することによって、一年以上長期入院

患者のうち一定数は地域生活への移行が可能になることから、国が提示する推計式

を用いて、本市の平成３２年度末の精神病床における一年以上長期入院患者数を目

標値として設定しました。 

イ 精神病床における早期退院率 

平成３２年度における、入院後３か月時点の退院率については６１％以上、入院

後６か月時点の退院率については８３％以上、入院後１年時点の退院率については

９０％以上とすることを目標とします。 

入院後３か月時点の退院率（目標） ６１％以上 

入院後６か月時点の退院率（目標） ８３％以上 

入院後１年時点の退院率（目標） ９０％以上 

 目標設定の考え方  

地域における保健、医療、福祉の連携支援体制が強化されることによって、早期

退院が可能になることを踏まえて、平成３２年度の精神病床における入院需要（患

者数）及び、地域移行に伴う基盤整備量（利用者数）を見込み、入院後、一定の時

点における退院率の目標値を設定しました。 
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〔 目標達成のための取り組み 〕 

本市障害者計画の分野３「地域包括ケアシステムの構築（地域生活支援、相談体

制の充実）」において示す基本的な施策のうち、特に「（１）地域移行支援・地域

生活支援の充実」に係る施策（詳細は、５４頁参照）により、成果目標の実現に努

めます。 

〔 成果目標に係る事業の活動指標 〕 

○ 訪問系サービス（１３４頁参照） 

居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障害者等包括支援（利用

者数、利用時間数） 

○ 日中活動系サービス（１３５頁参照） 

生活介護（利用者数、利用日数） 

自立訓練（生活訓練）（利用者数、利用日数） 

就労移行支援（利用者数、利用日数） 

就労継続支援（Ａ型）（利用者数、利用日数） 

就労継続支援（Ｂ型）（利用者数、利用日数） 

短期入所（福祉型・医療型）（利用者数、利用日数） 

○ 居住支援・施設系サービス（１４０頁参照） 

自立生活援助（利用者数） 

共同生活援助（利用者数） 

○ 相談支援（１４１頁参照） 

計画相談支援（利用者数） 

地域移行支援（利用者数） 

地域定着支援（利用者数） 

 国の基本指針  

 ア 精神病床における一年以上長期入院患者数 

国が掲げる式により算定した平成３２年度末の精神病床における６５歳以上

の一年以上長期入院患者数及び国が掲げる式により算定した平成３２年度末の

精神病床における６５歳未満の一年以上長期入院患者数を目標値として設定す

る。 

イ 精神病床における早期退院率 

平成３２年度における入院後３か月時点の退院率については６９％以上とし、

入院後６か月時点の退院率については８４％以上とし、入院後１年時点の退院

率については９０％以上とすることを基本とする。 
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成果目標③ 地域生活支援拠点等の整備 

○ 地域生活支援拠点等の整備に向けた取り組みについて

【 成果目標 】 

地域生活支援拠点等（地域生活支援拠点又は面的な体制をいう。以下同じ。）に

ついて、平成３２年度末までに、少なくとも一つを整備することを目標とします。 

 目標設定の考え方  

今後予想される障害の重度化や障害のある人の高齢化、「親亡き後」を見据え、

障害のある人やその家族が地域で安心して生活できるよう、日頃から、身近なとこ

ろで見守りや交流を行うとともに、緊急時にすぐに相談でき、必要に応じて緊急的

な対応を図る体制として、地域の社会資源を活用した地域生活支援拠点等の整備に

取り組むこととしました。 

〔 目標達成のための取り組み 〕 

本市障害者計画の分野３「地域包括ケアシステムの構築」において示す基本的な

施策のうち、特に「（１）地域移行支援・地域生活支援の充実」に係る施策（詳細

は、５４頁参照）により、成果目標の実現に努めます。 

〔 成果目標に係る事業の活動指標 〕 

なし 

 国の基本指針  

地域生活支援拠点等について、平成３２年度末までに少なくとも一つを整備

することを基本とする。 
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成果目標④ 福祉施設から一般就労への移行等 

１．就労移行支援事業等（生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援）を通

じた一般就労への移行者数に関する目標について

【 成果目標 】 

平成３２年度中に就労移行支援事業等を通じて一般就労に移行する者の数を、平

成２８年度の一般就労への移行実績の１．５倍以上とすることを目標とします。 

 平成２８年度の一般就労への移行（実績） １７７人 
１．５倍以上 

 平成３２年度の一般就労への移行（目標） ２６６人以上 

 目標設定の考え方  

国の指針を参考に、就労移行支援事業等を通じた一般就労への移行者数が増加し

ている本市の実情等を考慮し、目標値を設定しました。 

〔 目標達成のための取り組み 〕 

本市障害者計画の分野５「就労の支援、雇用の促進及び経済的支援の推進」にお

いて示す基本的な施策のうち、特に「（２）障害者雇用の促進」に係る施策（詳細

は、７１頁参照）により、成果目標の実現に努めます。 

〔 成果目標に係る事業の活動指標 〕 

○ 日中活動系サービス（１３６頁参照） 

就労移行支援（利用者数、利用日数） 

就労継続支援（Ａ型）（利用者数、利用日数） 

就労継続支援（Ｂ型）（利用者数、利用日数） 

 国の基本指針  

福祉施設の利用者のうち、就労移行支援事業等を通じて、平成３２年度中に、

一般就労に移行する者の目標値を設定する。当該目標の設定に当たっては、平

成２８年度の一般就労への移行実績の１．５倍以上とすることを基本とする。 
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２．就労移行支援事業の利用者数に関する目標について 

【 成果目標 】 

平成３２年度末における就労移行支援事業の利用者数が、平成２８年度末におけ

る利用者数の２割以上増加することを目標とします。 

 平成２８年度末における就労移行支援事業

利用者数（実績） 
３４６人 

２割以上増加  平成３２年度末における就労移行支援事業

利用者数（目標） 
４１６人以上 

 目標設定の考え方  

国の指針を参考に、就労移行支援事業所の利用者数は減少傾向にあるものの、一

般就労への移行者数の増加を目指している本市の実情等を考慮し、目標値を設定し

ました。 

〔 目標達成のための取り組み 〕 

本市障害者計画の分野５「就労の支援、雇用の促進及び経済的支援の推進」にお

いて示す基本的な施策のうち、特に「（２）障害者雇用の促進」に係る施策（詳細

は、７１頁参照）により、成果目標の実現に努めます。 

〔 成果目標に係る事業の活動指標 〕 

○ 日中活動系サービス（１３６頁参照） 

就労移行支援（利用者数、利用日数） 

 国の基本指針  

平成３２年度末における利用者数が、平成２８年度末における利用者数の 

２割以上増加することを基本とする。 
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３．就労移行支援の事業所ごとの移行率に関する目標について 

【 成果目標 】 

平成３２年度末における事業所ごとの就労移行率については、就労移行支援事業

所のうち、就労移行率が３割以上の事業所を全体の５割以上とすることを目標とし

ます。 

 目標設定の考え方  

国の指針を参考に、本市の就労移行率の実績（平成２６年度から平成２８年度の

平均：約４２％）等を考慮し、目標値を設定しました。 

〔 目標達成のための取り組み 〕 

本市障害者計画の分野５「就労の支援、雇用の促進及び経済的支援の推進」にお

いて示す基本的な施策のうち、特に「（２）障害者雇用の促進」に係る施策（詳細

は、７１頁参照）により、成果目標の実現に努めます。 

〔 成果目標に係る事業の活動指標 〕 

○ 日中活動系サービス（１３６頁参照） 

就労移行支援（利用者数、利用日数） 

 国の基本指針  

就労移行率が３割以上である就労移行支援事業所を、平成３２年度末までに

全体の５割以上とすることを目指すことを基本とする。 
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４．就労定着支援による職場定着率に関する目標について 

【 成果目標 】 

就労定着支援事業による支援を開始した時点から１年後の職場定着率を８割以

上とすることを目標とします。 

 目標設定の考え方  

国の指針を参考に、本市の障害者しごとサポートセンター利用者の１年後の職場

定着率（平成２６年度から平成２８年度の平均：約７９％）の実績等を考慮し、目

標値を設定しました。 

〔 目標達成のための取り組み 〕 

本市障害者計画の分野５「就労の支援、雇用の促進及び経済的支援の推進」にお

いて示す基本的な施策のうち、特に「（３）障害特性に応じた就労支援」に係る施

策（詳細は、７２頁参照）により、成果目標の実現に努めます。 

〔 成果目標に係る事業の活動指標 〕 

○ 日中活動系サービス（１３８頁参照） 

就労定着支援（利用者数） 

 国の基本指針  

各年度における就労定着支援による支援開始１年後の職場定着率を８割以上

とすることを基本とする。 
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成果目標⑤ 障害児支援の提供体制の整備等 

１．重層的な地域支援体制の構築を目指すための児童発達支援センターの設置及び保

育所等訪問支援の充実について

【 成果目標 】 

既存の児童発達支援センターの適切な運営に引き続き取り組むとともに、平成３

２年度末までに、保育所等訪問支援の対象を乳児院・児童養護施設の障害のある子

どもに拡大し、これを含めた利用児童数等の増加を目標とします。 

目標設定の考え方  

本市では、児童発達支援センターは７箇所設置済みであり、国が示す成果目標を

達成していることから、設置数に関する新たな目標設定は設けず、既存の事業所の

適切な運営に引き続き取り組むこととします。 

保育所等訪問支援については、平成３０年度の国の制度改正により、新たに乳児

院・児童養護施設が追加されます。 

これらを踏まえて、障害のある子どもへの地域社会への参加・包容（インクルー

ジョン）を推進するため、児童発達支援センターが実施している保育所等訪問支援

をより充実させる必要があると考え、対象となる施設を拡大するとともに利用児童

数等の増加に向けて取り組むことを本市の目標に設定しました。 

〔 目標達成のための取り組み 〕 

本市障害者計画の分野１「生活の支援（障害福祉サービスの充実）」において示

す基本的な施策のうち、特に「（３）障害のある子どもに対する支援の充実」に係

る施策（詳細は、４４頁参照）により、成果目標の実現に努めます。 

〔 成果目標に係る事業の活動指標 〕 

○ 障害児支援（詳細は、１４３頁参照） 

児童発達支援（利用児童数、利用日数） 

保育所等訪問支援（利用児童数、利用日数） 
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 国の基本指針  

ア 児童発達支援センターの設置 

児童発達支援センターを中核とした重層的な地域支援体制の構築を目指す

ため、平成３２年度末までに、児童発達支援センターを各市町村に少なくとも

一カ所以上設置することを基本とする。 

  イ 保育所等訪問支援の実施 

各市町村又は各圏域に設置された児童発達支援センターが保育所等訪問支

援を実施するなどにより、平成３２年度末までに、保育所等訪問支援を利用で

きる体制を構築することを基本とする。 
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２．主に重症心身障害のある子どもを支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイ

サービス事業所の確保について 

【 成果目標 】 

児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所の適切な運営に引き続き

取り組むとともに、医療型児童発達支援事業所の新規開設を支援します。 

また、重度の障害等により外出が著しく困難な在宅の障害のある子どもに対し、

居宅を訪問して発達支援を提供するサービスの充実を図ることを目標とします。

（居宅訪問型児童発達支援） 

目標設定の考え方  

本市には、重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサー

ビス事業所が２６箇所（児童発達支援９，放課後等デイサービス１７）あり、国が

示す成果目標を達成していることから、設置数に関する新たな目標設定は設けず、

既存の事業所の適切な運営に引き続き取り組むこととします。 

医療型児童発達支援は、現在のところ本市に開設事業所はありませんが、医療的

ケア児等の利用ニーズがあることを勘案し、サービスの新設を支援します。 

さらに、重度の障害等により外出が著しく困難な障害のある子どもに対し、居宅

を訪問して発達支援を提供するサービスの充実を図ることを、本市の目標としまし

た。 

〔 目標達成のための取り組み 〕 

本市障害者計画の分野１「生活の支援（障害福祉サービスの充実）」において示

す基本的な施策のうち、特に「（３）障害のある子どもに対する支援の充実」に係

る施策（詳細は、４４頁参照）により、成果目標の実現に努めます。 

〔 成果目標に係る事業の活動指標 〕 

○ 障害児支援（詳細は、１４３頁参照） 

児童発達支援（利用児童数、利用日数） 

医療型児童発達支援（利用児童数、利用日数） 

放課後等デイサービス（利用児童数、利用日数） 

居宅訪問型児童発達支援（利用児童数、利用日数） 

 国の基本指針  

重症心身障害児が身近な地域で支援を受けられるように、平成３２年度末ま

でに、主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサ

ービス事業所を各市町村に少なくとも１カ所以上確保することを基本とする。 
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３．医療的ケア児支援の対応について 

【 成果目標 】 

平成３０年度末までに、保健、医療、障害福祉、保育、教育等の関係機関等が連

携を図るための協議の場を設けることを目標とします。 

また、医療的ケア児支援に関連する関係機関等との連携を促進することにより、

児童発達支援事業等の充実を図ることを目標とします。 

目標設定の考え方  

医療的ケア児がそれぞれの地域で適切な支援を受けられるよう、先般の児童福祉

法改正において、「地方公共団体は、人工呼吸器を装着している障害児その他の日

常生活を営むために医療を要する状態にある障害児が、その心身の状況に応じた適

切な保健、医療、福祉、その他の各関連分野の支援を受けられるよう、保健、医療、

福祉その他の各関連分野の支援を行う機関との連携調整を行うための体制の整備

に関し、必要な措置を講ずるように努めなければならない」と規定されたため、本

市においても、新たに取り組むこととしました。 

さらに、医療的ケア児支援に関する新たな事業（居宅訪問型児童発達支援、医療

的ケア児等コーディネーター養成）を実施することで、利用者の拡大やサービス提

供者の技術向上等を図り、医療的ケア児の支援に係る各種サービスの充実を図るこ

とを目標としました。 

〔 目標達成のための取り組み 〕 

本市障害者計画の分野１「生活の支援（障害福祉サービスの充実）」において示

す基本的な施策のうち、特に「（３）障害のある子どもに対する支援の充実」に係

る施策（詳細は、４４頁参照）により、成果目標の実現に努めます。 

〔 成果目標に係る事業の活動指標 〕 

○ 障害児支援（詳細は、１４３頁参照） 

児童発達支援（利用児童数、利用日数） 

医療型児童発達支援（利用児童数、利用日数） 

放課後等デイサービス（利用児童数、利用日数） 

居宅訪問型児童発達支援（利用児童数、利用日数） 

医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネーター（配置人数） 

 国の基本指針  

医療的ケア児が適切な支援を受けられるように、平成３０年度末までに、各市

町村において、保健、医療、障害福祉、保育、教育等の関係機関等が連携を図

るための協議の場を設けることを基本とする。 
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２ 各年度における指定障害福祉サービス等並びに指定通所支

援等の種類ごとの必要な量の見込み（活動指標） 

指定障害福祉サービス等並びに指定通所支援等について、現在の利用者数を基礎と

しつつ、近年の利用者数の伸びや、施設・病院からの地域移行にともなうニーズ等を

踏まえて、必要なサービス量を見込みます。 

なお、今後予定されている制度の見直し等によって利用ニーズが変化することも考

えられることから、各年度におけるそれぞれの事業の見込量の確保にあたっては、そ

のような利用ニーズの変化にも柔軟に対応できるよう努めていくこととします。 

（１）訪問系サービス 

○ 居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障害者等包括支援

事業量の見込み 

見込む単位等 Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 

利用者数 １，９８９人 ２，０９４人 ２，２０４人 

利用時間 ４１，９２９時間 ４２，７５７時間 ４３，６３０時間 

※ 利用者数：月平均利用人数（人/月） 

※ 利用時間：月平均利用延べ時間（月平均利用人数×一人当たりの月平均利用時間） 

見込量の設定の考え方 

訪問系サービスは、着実に利用が増加しており、今後においても障害のある人

の生活を支えるサービスとしてのニーズは高く、同様の増加が見込まれることか

ら、近年の伸び率を基本として見込量を設定しました。

【実施に関する考え方及び見込量確保のための方策】 

サービス提供事業者への情報提供やサービスの質の向上に向けた支援等を行

うことにより、見込量の確保及び良質なサービスの提供を図ります。 
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（２）日中活動系サービス 

ア 生活介護

事業量の見込み 

見込む単位等 Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 

利用者数 ２，９２５人 ２，９６５人 ３，００６人 

利用日数 ５７，２３３人日 ５８，０１５人日 ５８，８１７人日 

※ 利用者数：月平均利用人数（人/月） 

※ 利用日数：月平均利用延べ日数（月平均利用人数×一人当たりの月平均利用日数） 

見込量の設定の考え方 

生活介護は、着実に利用が増加してきており、今後においても障害のある人の

日中活動を支えるサービスとしてのニーズは高く、同様の増加が見込まれること

から、近年の伸び率を基本として見込量を設定しました。

【 実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 】 

サービス提供事業者への情報提供やサービスの質の向上に向けた支援等を行

うことにより、見込量の確保及び良質なサービスの提供を図ります。 

イ 自立訓練（機能訓練）

事業量の見込み 

見込む単位等 Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 

利用者数 １１人 １１人 １１人 

利用日数 ２２９人日 ２２９人日 ２２９人日 

※ 利用者数：月平均利用人数（人/月） 

※ 利用日数：月平均利用延べ日数（月平均利用人数×一人当たりの月平均利用日数） 

見込量の設定の考え方 

自立訓練（機能訓練）の利用状況は概ね一定の水準で推移しており、またサー

ビス提供が可能な設備や人員体制を整備している事業所が限られるため、新規事

業所の増加も見込めない状況があります。このため、今後も現在のサービス提供

量が継続するものとして見込量を設定しました。

【 実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 】 

サービス提供事業者への情報提供やサービスの質の向上に向けた支援等を行

うことにより、見込量の確保及び良質なサービスの提供を図ります。 
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ウ 自立訓練（生活訓練）

事業量の見込み 

見込む単位等 Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 

利用者数 １９６人 ２０４人 ２１２人 

利用日数 ３，６０３人日  ３，９７０人日 ４，３７４人日 

※ 利用者数：月平均利用人数（人/月） 

※ 利用日数：月平均利用延べ日数（月平均利用人数×一人当たりの月平均利用日数） 

見込量の設定の考え方 

現在の利用者数に加えて、直近の通所による生活訓練の利用者の傾向を反映し

て見込量を設定しました。

【 実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 】 

サービス提供事業者への情報提供やサービスの質の向上に向けた支援等を行

うことにより、見込量の確保及び良質なサービスの提供を図ります。 

エ 就労移行支援

事業量の見込み 

見込む単位等 Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 

利用者数 ３９４人 ４１２人 ４３１人 

利用日数 ６，５８９人日 ６，８９０人日 ７，２０８人日 

※ 利用者数：月平均利用人数（人/月） 

※ 利用日数：月平均利用延べ日数（月平均利用人数×一人当たりの月平均利用日数） 

見込量の設定の考え方 

平成２６年度から平成２８年度の３年間の伸び率や成果目標として設定した

平成３２年度末の利用者数を勘案して見込量を設定しました。

【 実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 】 

事業所や利用者数の増加に向けて、法人等に新たな事業所の設置や定員の拡大、

必要なサービス提供体制の確保に向けての働きかけや助言等を行うとともに、離

職者や特別支援学校卒業生等に、就労移行支援事業の利用を働きかけていきます。 
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オ 就労継続支援（Ａ型）

事業量の見込み 

見込む単位等 Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 

利用者数  ９８７人 １，０３９人 １，０９３人 

利用日数 １９，８３６人日 ２０，８８１人日 ２１，９８１人日 

※ 利用者数：月平均利用人数（人/月） 

※ 利用日数：月平均利用延べ日数（月平均利用人数×一人当たりの月平均利用日数） 

見込量の設定の考え方 

利用者が増加しており、今後における利用ニーズも高く、引き続き一定規模の

事業所の開設も見込まれることから、直近の増加状況を踏まえて見込量を設定し

ました。

【 実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 】 

サービス提供事業者への情報提供やサービスの質の向上に向けた支援等を行

うことにより、見込量の確保及び良質なサービスの提供を図ります。 

カ 就労継続支援（Ｂ型）

事業量の見込み 

見込む単位等 Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 

利用者数 ２，２４４人 ２，３９７人 ２，５６１人 

利用日数 ３８，９８５人日 ４１，８５８人日 ４４，９４１人日 

※ 利用者数：月平均利用人数（人/月） 

※ 利用日数：月平均利用延べ日数（月平均利用人数×一人当たりの月平均利用日数） 

見込量の設定の考え方 

利用者が大きく増加しており、今後における利用ニーズも高く、事業所数の増

加も見込まれることから、これまでの実績と同様の増加が見込まれることから、

直近の増加状況を踏まえて見込量を設定しました。

【 実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 】 

サービス提供事業者への情報提供やサービスの質の向上に向けた支援等を行

うことにより、見込量の確保及び良質なサービスの提供を図ります。 
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キ 就労定着支援

事業量の見込み 

見込む単位等 Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 

利用者数 ４０人 ５０人 ６０人 

※ 利用者数：月平均利用人数（人/月） 

見込量の設定の考え方 

就労移行支援の利用者数や増加量の見込み等の本市の実情を踏まえて見込量

を設定しました。

【 実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 】 

新たにサービス提供を検討している事業者への情報提供、ならびに開設に向け

た支援やサービスの質の確保に向けた支援等を行うことにより、見込量の確保及

び良質なサービスの提供を図ります。 

ク 療養介護

事業量の見込み 

見込む単位等 Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 

利用者数 ２８５人 ３０５人 ３１５人 

※ 利用者数：月平均利用人数（人/月） 

見込量の設定の考え方 

現在の利用者数に加えて、直近の利用者の傾向及び定員数の増加を反映して見

込量を設定しました。

【 実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 】 

サービス提供事業者への情報提供やサービスの質の向上に向けた支援等を行

うことにより、見込量の確保及び良質なサービスの提供を図ります。 

また、北九州市立総合療育センターの建替えに伴う、療養介護の定員数の増加

等により、社会資源の確保を図ります。 
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ケ 福祉型短期入所

事業量の見込み 

見込む単位等 Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 

利用者数 ５２９人 ６１３人 ７１１人 

利用日数 ３，１９０人日 ３，６６４人日 ４，２０７人日 

※ 利用者数：月平均利用人数（人/月） 

※ 利用日数：月平均利用延べ日数（月平均利用人数×一人当たりの月平均利用日数） 

見込量の設定の考え方 

着実に利用が増加してきており、今後における利用ニーズも高く、これまでの

実績と同様の増加が見込まれることから、直近の増加状況を踏まえて見込量を設

定しました。

【 実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 】 

サービス提供事業者への情報提供やサービスの質の向上に向けた支援等を行

うことにより、見込量の確保及び良質なサービスの提供を図ります。 

コ 医療型短期入所

事業量の見込み 

見込む単位等 Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 

利用者数 １１４人 １５０人 １９８人 

利用日数 ４９５人日 ６０８人日 ７４６人日 

※ 利用者数：月平均利用人数（人/月） 

※ 利用日数：月平均利用延べ日数（月平均利用人数×一人当たりの月平均利用日数） 

見込量の設定の考え方 

着実に利用が増加してきており、今後における利用ニーズも高く、これまでの

実績と同様の増加が見込まれることから、直近の増加状況を踏まえて見込量を設

定しました。

【 実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 】 

サービス提供事業者への情報提供やサービスの質の向上に向けた支援等を行

うことにより、見込量の確保及び良質なサービスの提供を図ります。 

また、北九州市立総合療育センターの建替えに伴う、短期入所の定員数の増加

により、社会資源の確保を図ります。 
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（３）居住支援・施設系サービス 

ア 自立生活援助

事業量の見込み 

見込む単位等 Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 

利用者数 １００人 １０８人 １１６人 

※ 利用者数：月平均利用人数（人/月） 

見込量の設定の考え方 

相談支援（地域移行支援、地域定着支援）の利用者数や増加量の見込み等の本

市の実情を踏まえて見込量を設定しました。

【 実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 】 

新たにサービス提供を検討している事業者への情報提供、ならびに開設に向け

た支援やサービスの質の確保に向けた支援等を行うことにより、見込量の確保及

び良質なサービスの提供を図ります。 

イ 共同生活援助（グループホーム）

事業量の見込み 

見込む単位等 Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 

利用者数 １，２４３人 １，３６７人 １，５０４人 

※ 利用者数：月平均利用人数（人/月） 

見込量の設定の考え方 

利用者が増加しており、今後における利用ニーズも高く、引き続き一定規模の

事業所の開設も見込まれることから、直近の増加状況を踏まえて見込量を設定し

ました。

【 実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 】 

サービス提供事業者への情報提供やサービスの質の向上に向けた支援等を行

うことにより、見込量の確保及び良質なサービスの提供を図ります。 
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ウ 施設入所支援

事業量の見込み 

見込む単位等 Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 

利用者数 １，４６３人 １，４５５人 １，４４８人 

※ 利用者数：月平均利用人数（人/月） 

見込量の設定の考え方 

直近の利用者の推移や成果目標として設定した平成３２年度末の利用者数を

勘案して見込量を設定しました。 

【 実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 】 

サービス提供事業者への情報提供やサービスの質の向上に向けた支援等を行

うことにより、見込量の確保及び良質なサービスの提供を図ります。 

（４）相談支援（計画相談支援、地域相談支援） 

ア 計画相談支援

事業量の見込み 

見込む単位等 Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 

利用者数 ８，１００人 ８，６００人 ９，２００人 

※ 利用者数：月平均利用人数（人/月） 

見込量の設定の考え方 

毎年の利用者数の増加と計画を作成する相談支援専門員のこれまでの増加数

を踏まえ、平成３２年度における障害福祉サービス等利用者数を10,200人と見

込み、そのうち９０％が相談支援事業所作成の利用計画を利用するものとして見

込量を設定しました。 

【 実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 】 

計画相談支援（サービス等利用計画作成）については、セルフプラン等を含め

たサービス利用計画の作成を、ほぼ全ての障害福祉サービス等利用者が終了した

ことから、今後は相談支援事業所が作成する利用計画への移行を進める必要があ

ります。 

相談支援事業所の相談支援専門員数の増加を図るなど、見込量の確保を図りま

す。 
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イ 地域移行支援

事業量の見込み 

見込む単位等 Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 

利用者数 ４５人 ５０人 ５５人 

※ 利用者数：月平均利用人数（人/月） 

見込量の設定の考え方 

平成２６年度からの３年間の実績と、伸び率を勘案し見込量を設定しました。 

【 実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 】 

精神科病院において、精神障害のある人を支える医療従事者（精神保健福祉士、

看護師、作業療法士等）に対し、当該サービス制度の仕組みを周知・広報し、見

込量の確保を図ります。 

ウ 地域定着支援

事業量の見込み 

見込む単位等 Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 

利用者数 ８０人 ８５人 ９０人 

※ 利用者数：月平均利用人数（人/月） 

見込量の設定の考え方 

平成２６年度からの３年間の実績と、伸び率を勘案し見込量を設定しました。 

【 実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 】 

当該サービスを実施したことのない指定一般相談支援事業者等を対象に、事例

検討等を交えた研修会を開催し、制度の普及を図ります。 
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（５）障害児支援 

ア 児童発達支援

事業量の見込み 

見込む単位等 Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 

利用児童数 ６９２人 ７３３人 ７７６ 人 

利用日数 ８，８６６人日 ９，３９７人日 ９，９６０人日 

※ 利用児童数：月平均利用児童数（人/月） 

※ 利用日数：月平均利用延べ日数（月平均利用人数×一人当たりの月平均利用日数） 

見込量の設定の考え方 

児童発達支援は、年々事業所数の増加に伴い、利用者数も増加しており、今後

も利用ニーズが高いと想定しています。このため、今後も増加傾向が続くと想定

し、見込量を設定しました。 

【 実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 】 

サービス提供事業者への情報提供やサービスの質の向上に向けた支援等を行

うことにより、見込量の確保を図ります。 

イ 医療型児童発達支援

事業量の見込み 

見込む単位等 Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 

利用児童数 ０人 ５人 １０人 

利用日数 ０人日 ２０人日 ４０人日 

※ 利用児童数：月平均利用児童数（人/月） 

※ 利用日数：月平均利用延べ日数（月平均利用人数×一人当たりの月平均利用日数） 

見込量の設定の考え方 

医療型児童発達支援は、現在のところ、本市に開設事業所はありませんが、医

療的ケア児を受け入れている児童発達支援事業所は数箇所あります。 

そこで、医療的ケア児の利用希望数を参考に、本来、医療型の利用ニーズはあ

ると想定し、目標値として見込量を設定しました。 

【 実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 】 

病院併設の福祉型の児童発達支援事業所等に、制度や報酬等に関する情報提供

や支援を行うことにより、見込量の確保を図ります。  
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ウ 放課後等デイサービス

事業量の見込み 

見込む単位等 Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 

利用児童数 ２，３９０人 ３，０３５人 ３，８５４人 

利用日数 ２９，４３６人日 ３７，３８３人日 ４７，４７６人日 

※ 利用児童数：月平均利用児童数（人/月） 

※ 利用日数：月平均利用延べ日数（月平均利用人数×一人当たりの月平均利用日数） 

見込量の設定の考え方 

放課後等デイサービスは、平成２４年度以降年々事業所数の増加に伴い、利用

者数も増加しています。 

このため、今後も増加傾向が続くと想定し、見込量を設定しました。 

【 実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 】 

サービス提供事業者への情報提供やサービスの質の向上に向けた支援等を行

うことにより、見込量の確保を図ります。 

エ 保育所等訪問支援

事業量の見込み 

見込む単位等 Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 

利用児童数 ７１人 ７６人 ８２人 

利用日数 ７５人日 ８１人日 ８７人日 

※ 利用児童数：月平均利用児童数（人/月） 

※ 利用日数：月平均利用延べ日数（月平均利用人数×一人当たりの月平均利用日数） 

見込量の設定の考え方 

保育所等訪問支援は、利用者数の増加及び新規の訪問先の拡大に伴い、今後も

利用者数が増加すると想定し、見込量を設定しました。 

【 実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 】 

サービス提供事業者への情報提供やサービスの質の向上に向けた支援等を行

うことにより、見込量の確保を図ります。 
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オ 居宅訪問型児童発達支援

事業量の見込み 

見込む単位等 Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 

利用児童数 ０人 ３人 ６人 

利用日数 ０人日 １２人日 ２４人日 

※ 利用児童数：月平均利用児童数（人/月） 

※ 利用日数：月平均利用延べ日数（月平均利用人数×一人当たりの月平均利用日数） 

見込量の設定の考え方 

居宅訪問型児童発達支援は、平成３０年度の国の制度改正の中で創設される新

規事業であり、サービス量の目標値として、在宅の医療的ケア児の外来保育等の

利用実績を参考に見込量を設定しました。 

※ 在宅の医療的ケア児の外来保育 

市内の医療的ケア児の中に、児童発達支援の通所を希望しているが、特別な配慮が

必要なため通所ができないケースがあります。このような子どもに対して、総合療

育センターが試験的に人数を限定し外来保育として受け入れ、療育を行っています。 

【 実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 】 

児童発達支援センター等への情報提供やサービスの質の向上に向けた支援等

を行うことにより、見込量の確保を図ります。 

カ 福祉型障害児入所施設

事業量の見込み 

見込む単位等 Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 

利用児童数 ６６人 ６６人 ６６人 

※ 利用児童数：月平均利用児童数（人/月） 

見込量の設定の考え方 

福祉型障害児入所施設の利用者数は、平成２７年度から３年間横ばい傾向です。

国の制度において、入所から地域生活へ移行する取り組みを推進しており、今後

も大幅な増加はないと想定し、現状維持として見込量を設定しました。 

【 実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 】 

サービス提供事業者への情報提供やサービスの質の向上に向けた支援等を行

うことにより、見込量の確保を図ります。
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キ 医療型障害児入所施設

事業量の見込み 

見込む単位等 Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 

利用児童数 ２８人 ３１人 ３４人 

※ 利用児童数：月平均利用児童数（人/月） 

見込量の設定の考え方 

医療型障害児入所施設については、医療的ケア児の増加等からニーズが高まる

ものと考えています。平成３０年秋に開所予定の新たな市立総合療育センターで

は入所定員を増やすこととしており、それに合わせて見込量を設定しました。 

【 実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 】 

サービス提供事業者への情報提供やサービスの質の向上に向けた支援等を行

うことにより、見込量の確保を図ります。 

ク 障害児相談支援

事業量の見込み 

見込む単位等 Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 

利用児童数 ２，７００人 ３，４００人 ４，２００人 

※ 利用児童数：月平均利用児童数（人/月） 

見込量の設定の考え方 

障害児相談支援の利用者数は、近年非常に増加傾向にあり、今後も大幅な増加

が見込まれることから、現状の増加傾向を勘案して見込量を設定しました。 

【 実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 】 

サービス提供事業者への情報提供やサービスの質の向上に向けた支援等を行

うことにより、見込量の確保を図ります。 
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ケ 医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネーター

事業量の見込み 

見込む単位等 Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 

配置人数 １人 ２人 ３人 

※ 配置人数：コーディネーター配置人数（人/年） 

見込量の設定の考え方 

地域における医療的ケア児のニーズ等を勘案して、必要となる医療的ケア児等

コーディネーターの配置人数の見込み量を設定しました。 

※ 医療的ケア児等コーディネーターとは 

地域の障害児通所支援事業所、保育所、放課後児童クラブ及び学校等において医療

的ケア児等への支援に従事できる者を養成するための研修及び医療的ケア児等の支

援を総合調整する者 

【 実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 】 

サービス提供事業者への情報提供やサービスの質の向上に向けた支援等を行

うことにより、見込量の確保を図ります。 
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（６）発達障害者支援関係 

ア 発達障害者支援地域協議会の開催

事業量の見込み 

見込む単位等 Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 

開催回数  ２回  ２回  ２回 

※ 開催回数：年間開催回数（回/年） 

見込量の設定の考え方 

当協議会の前身である「発達障害者支援体制整備検討委員会」の開催回数を踏

まえて、見込量を設定しました。 

【 実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 】 

発達障害のある人や発達障害のある子どもの支援に関わる機関やサービス事

業者等が、定期的に課題を共有し、連携緊密化を図る場とすることで、切れ目の

ない支援体制の構築を図ります。 

イ 発達障害者支援センターによる相談支援

事業量の見込み 

見込む単位等 Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 

相談件数 ３，２００件 ３，２００件 ３，２００件 

※ 相談件数：年間相談件数（件/年） 

見込量の設定の考え方 

過去３ヵ年の助言件数を踏まえて、見込量を設定しました。 

【実施に関する考え方及び見込量確保のための方策】 

北九州市立総合療育センター及び特別支援教育相談センター等、関係機関との

連携を図りながら、相談支援を行っていきます。 
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ウ 発達障害者支援センター及び発達障害者地域支援マネジャーの関係機関への

助言

事業量の見込み 

見込む単位等 Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 

助言件数 ５５件 ５５件 ５５件 

※ 助言件数：月平均件数（件/年） 

見込量の設定の考え方 

過去３ヵ年の相談件数を踏まえて、見込量を設定しました。 

【 実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 】 

発達障害のある人や発達障害のある子どもに対する支援に携わる関係機関に

対し、対処方法に関する助言・指導、事例検討等を通して支援を行います。 

エ 発達障害者支援センター及び発達障害者地域支援マネジャーの外部機関や地

域住民への研修、啓発

事業量の見込み 

見込む単位等 Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 

研修、啓発件数 １３件 １４件 １５件 

※ 研修啓発件数：研修や啓発を実施した件数（回/年） 

見込量の設定の考え方 

過去３ヵ年の研修等件数を踏まえて、見込量を設定しました。 

【 実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 】 

行政機関の職員をはじめ、商業施設の従業員、警察官等、発達障害の特性を理

解した適切な対応を知っておくべき職業の人々を対象とした研修を実施すると

ともに、イベントやシンポジウムの開催等をとおして発達障害への理解促進に取

り組みます。 
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３ 地域生活支援事業の種類ごとの実施に関する事項 

本市では、全ての市町村が実施することとなっている「必須事業」を中心に、以下

の事業を実施しています。 

計画では、市が実施する地域生活支援事業について、事業量の見込み及び各年度の

見込量確保のための方策を定めます。

（１）市が実施する事業の内容 

ア 必須事業 

  Ａ 理解促進研修・啓発事業 

  Ｂ 自発的活動支援事業 

  Ｃ 相談支援事業・専門性の高い相談支援事業 

   ① 相談支援事業 

   ② 専門性の高い相談支援事業 

  Ｄ 成年後見制度利用支援事業・成年後見制度法人後見支援事業 

  Ｅ 意思疎通支援事業 

   ① 意思疎通支援を行う者の派遣事業 

   ② 専門性の高い意思疎通支援を行う者の派遣事業 

  Ｆ 日常生活用具給付等事業 

  Ｇ 奉仕員養成研修 

   ① 手話奉仕員養成研修事業 

   ② 専門性の高い意思疎通支援を行う者の養成研修事業 

  Ｈ 移動支援事業 

  Ｉ 地域活動支援センター機能強化事業 

  Ｊ 広域的な支援事業 

 イ 任意事業 

  Ａ 日常生活支援事業 

  Ｂ 社会参加支援事業 
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（２）各年度における事業の種類ごとの実施に関する考え方及び量の見

込み、各年度の見込量の確保のための方策 

ア 必須事業 

Ａ 理解促進研修・啓発事業 

事業量の見込み 

事業名 見込む単位等 Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 

障害者差別解消・共

生社会推進事業 有無 有 有 有 

事業実施の考え方等 

障害者差別解消法の推進については、本市における障害者差別の解消に向けて

主体的に取り組み、市全体で共生社会の実現を目指すことを目的とする市条例に

基づき、障害者団体と協働して、事業者や市民の障害及び障害のある人に対する

理解を深めるための取り組みを促進します。また、全国一斉の「障害者週間（12

月3日から9日）」を活用して、文化・スポーツ・就労支援等について集中的か

つ効果的な取り組みを実施します。 

事業量の見込み 

事業名 見込む単位等 Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 

触法障害者支援事業 
研修啓発 

回数 
３回 ３回 ３回 

※ 研修啓発回数：研修、啓発を実施した回数（回/年） 

事業実施の考え方等 

触法障害者支援については、矯正施設を経ずに地域に戻る方への支援（入口支

援）についての研究会や研修会を継続的に実施し、関係機関への理解促進や啓発

を行います。 
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Ｂ 自発的活動支援事業 

事業量の見込み 

事業名 見込む単位等 Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 

ピアカウンセリング

事業 
箇所数 ６箇所 ６箇所 ６箇所 

発達障害者総合支援

（発達障害児・者家

族等支援事業） 

補助団体数  ８件  ８件  ８件 

地域精神保健福祉対

策（ピアサポート事

業） 

活動件数 ２２件 ２５件 ２８件 

※ 箇所数：障害者基幹相談支援センター施設数（箇所） 

事業実施の考え方等 

 発達障害児・者の家族等が実施する相談・余暇活動や、精神障害のある人のピ

アサポート活動を引き続き支援します。 

見込量については、近年の実績を基本として設定しました。 

事業量の見込み 

事業名 見込む単位等 Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 

本人活動支援事業

（ボランティア参加

促進） 

活動回数 ９６回 ９６回 ９６回 

※ 活動回数：活動を実施した回数（回/年） 

事業実施の考え方等 

街のバリアフリー点検や啓発事業に障害のある人自身が参加する機会を提供

し、参加を促していきます。

見込量については、近年の実績を基本として設定しました。 
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Ｃ 相談支援事業・専門性の高い相談支援事業 

① 相談支援事業 

事業量の見込み 

事業名 見込む単位等 Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 

障害者相談支援事業

（障害者基幹相談支

援ｾﾝﾀｰ） 

箇所数 １箇所 １箇所 １箇所 

基幹相談支援センタ

ー等機能強化事業 
有無 有 有 有 

住宅入居等支援事業

（居住サポート事業）
有無 有 有 有 

※ 箇所数：障害者基幹相談支援センター施設数（箇所） 

事業実施の考え方等 

障害者基幹相談支援センターにおいて、虐待防止センターや住居サポート事業

等を併せて実施するなど、総合的・専門的な相談支援を行い、障害のある人への

直接支援に加え、他の相談支援事業所への専門的な助言指導を行うことで地域の

相談支援体制強化の取り組みを進めます。

② 専門性の高い相談支援事業 

事業量の見込み 

事業名 見込む単位等 Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 

発達障害者支援セン

ター運営事業 

箇所数 ２箇所 ２箇所 ２箇所 

利用者数 ９７６人 ９７６人 ９７６人 

※ 箇所数：発達障害者支援センター施設数（箇所） 

※ 利用者数：各年度の利用人数（人/年） 

事業実施の考え方等 

発達障害者支援センターによる相談支援、啓発・研修、機関支援の充実を図る

とともに、北九州市立総合療育センター等関係機関との連携強化、ペアレントプ

ログラム・ペアレントトレーニングの実施による保護者支援等の取り組みを進め

ます。
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Ｄ 成年後見制度利用支援事業・成年後見制度法人後見支援事業 

事業量の見込み 

事業名 見込む単位等 Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 

成年後見制度利用支

援事業 
利用者数 １０人 １０人 １０人 

成年後見制度法人後

見支援事業 
有無 有 有 有 

※ 利用者数：各年度、新規で成年後見制度利用支援を利用した人数（人/年） 

事業実施の考え方等 

 成年後見制度については、現在の利用状況から利用支援が必要と見込まれる件

数を設定しました。また、法人後見の活動支援を継続し、成年後見事業を適切に

行うことが可能な体制の整備を進めます。 

Ｅ 意思疎通支援事業 

事業量の見込み 

①  意思疎通支援を行う者の派遣事業 

事業名 見込む単位等 Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 

手話通訳者派遣事業 派遣件数 ３，１１０件 ３，２６６件 ３，４３０件 

要約筆記者派遣事業 派遣件数 ２３５件 ２４７件 ２５９件 

重度障害者入院時 

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ支援事業 
有無 有 有 有 

※ 派遣件数：各年度の通訳者等派遣件数（件/年） 

   ② 専門性の高い意思疎通支援を行う者の派遣事業 

事業名 見込む単位等 Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 

盲ろう者通訳・ガイ

ドヘルパー派遣事業 
派遣件数 ２１６件 ２１６件 ２１６件 

※ 派遣件数：各年度の通訳者等派遣件数（件/年） 

事業実施の考え方等 

手話通訳者派遣事業、要約筆記者派遣事業については、視覚・聴覚に障害のあ

る人の意思疎通を支援する通訳者等（手話通訳者、要約筆記者）の派遣を行うこ

とにより、意思伝達の手段を確保し、福祉の増進及び社会参加の促進を図ります。

見込量については、近年の派遣実績及び派遣ニーズを踏まえて設定しました。 

また、視覚・聴覚の重複障害のある人の意思疎通を支援する盲ろう者通訳・ガ

イドヘルパーの派遣を行うことにより、意思伝達の手段を確保し、福祉の増進及

び社会参加の促進を図ります。見込量については、近年の派遣実績を基本として

設定しました。 



155 

Ｆ 日常生活用具給付等事業 

事業量の見込み 

種目名 見込む単位等 Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 

介護・訓練支援用具 
給付又は 

貸与件数 
１０３件 １０３件 １０３件 

自立生活支援用具 
給付又は 

貸与件数 
４１６件 ４１６件 ４１６件 

在宅療育等支援用具 
給付又は 

貸与件数 
３２６件 ３２６件 ３２６件 

情報・意思疎通支援

用具 

給付又は 

貸与件数 
３４８件 ３４８件 ３４８件 

排泄管理支援用具 
給付又は 

貸与件数 
１１，６７８件 １１，９１２件 １２，１５０件 

居宅生活動作補助用

具（住宅改修費） 
利用件数 ３１件 ３１件 ３１件 

合計 １２，９０２件 １３，１３６件 １３，３７４件 

※ 給付又は貸与件数、利用件数：各年度の年間件数（件/年） 

事業実施の考え方等 

日常生活用具の給付等については、障害のある人のニーズに応じた用具の検討

を行うとともに、提供体制の確保を図るなど、より利用しやすい環境づくりに努

めます。 

見込量については、近年の給付実績から、排泄管理支援用具については増加、

それ以外の用具は現状維持として設定しました。 

Ｇ 奉仕員養成研修事業 

事業量の見込み 

① 手話奉仕員養成研修事業 

事業名 見込む単位等 Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 

手話奉仕員養成事業 養成人数 ８５人 ８５人 ８５人 

  ② 専門性の高い意思疎通支援を行う者の養成研修事業 

事業名 見込む単位等 Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 

手話通訳者養成事業 養成人数 ２１人 ２１人 ２１人 

要約筆記者養成事業 養成人数 ８人 ９人 １０人 

盲ろう者通訳・ｶﾞｲﾄﾞ

ﾍﾙﾊﾟｰ養成事業 
養成人数 （１５人） １５人 （１５人） 

※ 養成人数：各年度の年間養成講座受講修了者数（人/年） 



156 

事業実施の考え方等 

手話奉仕員の養成講座を実施することで、聴覚に障害のある人に対する意思疎

通の支援を増強し、社会参加の促進を図ります。見込量については、近年の養成

実績を基本として設定しました。 

また、視覚・聴覚に障害のある人の意思疎通を支援する専門性の高い通訳者等

（手話通訳者、要約筆記者、盲ろう者通訳・ガイドヘルパー）の養成講座を実施

することで、意思疎通の支援を増強し、社会参加の促進を図ります。見込量につ

いては、近年の養成実績を基本として設定しました。 

Ｈ 移動支援事業 

事業量の見込み 

事業名 見込む単位等 Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 

移動支援事業 

利用者数 ６０３人 ６１１人 ６１９人 

利用時間 
８８，０４２ 

時間 

８８，２１８ 

時間 

８８，３９４ 

時間 

重度障害者大学等進

学支援事業 
利用者数 ２人 ２人 ２人 

※ 利用時間：各年度の延べ利用時間（時間/年） 

※ 利用者数：各年度の月平均利用人数（人/月） 

事業実施の考え方等 

移動支援事業については、外出のための支援を行うことにより、地域での自立

生活及び社会参加の促進を図ります。見込量については近年の利用実績から設定

しました。 

重度障害者大学等進学支援事業については、大学等に通学している重度の全身

性障害のある人に、通学や学校内の活動において支援を提供することで、大学等

への進学支援を図ります。見込量については、市内における対象者の状況等から、

利用人数を設定しました。 

Ｉ 地域活動支援センター機能強化事業 

事業量の見込み 

事業名 見込む単位等 Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 

地域活動支援センタ

ー事業 
箇所数 ９箇所 ９箇所 ９箇所 

※ 箇所数：各年度末の地域活動支援センター設置箇所数 

事業実施の考え方等 

センター設置の見込量としては、近年の実績を踏まえ現在の箇所数が継続する

ものとして設定しました。 
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Ｊ 広域的な支援事業 

事業量の見込み 

事業名 見込む単位等 Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 

精神障害者地域生活 

支援広域調整等事業 

ピアサポー

ト従事者数 
１１人 １２人 １３人 

※ ピアサポート従事者数：各年度に従事するピアサポートの人数（人/年） 

事業実施の考え方等 

国の指針等により、精神保健福祉行政の強化、及び精神障害のある人の地域移

行が進むに伴いピアサポート従事者の需要が高まることが見込まれることから、

従事者数は年々増加するものとして見込量を設定しました。



158 

イ 任意事業 

Ａ 日常生活支援事業 

事業量の見込み 

事業名 見込む単位等 Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 

福祉ホーム 利用者数 ２０人 ２０人 ２０人 

※ 利用者数：各年度の月平均利用人数（人/月） 

事業実施の考え方等 

福祉ホームにおいて、居宅その他の設備等、日常生活に必要な便宜の提供を行

い、障害のある人の地域生活を支援します。見込量については、近年の利用状況

を踏まえて設定しました。 

事業量の見込み 

事業名 見込む単位等 Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 

生活訓練等・中途視

覚障害者緊急生活訓

練 

利用者数 ７００人 ７００人 ７００人 

※ 利用者数：各年度の年平均利用人数（人/年） 

事業実施の考え方等 

中途視覚障害者の自立や社会参加の促進を図るため、自立生活等に必要な歩行

訓練、日常生活動作訓練、コミュニケーション訓練等を実施します。見込量につ

いては、近年の利用実績を踏まえて設定しました。 

事業量の見込み 

事業名 見込む単位等 Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 

訪問入浴サービス 

利用者数 ２６人 ２６人 ２６人 

利用回数 １，４６０回 １，４６０回 １，４６０回 

※ 利用者数：各年度の月平均利用人数（人/月） 

※ 利用回数：各年度の延べ利用回数（回/年） 

事業実施の考え方等 

訪問入浴サービスについては、常時介護を要する重度の身体障害のある人に適

切な入浴サービスを提供することにより、身体の清潔の保持、心身機能の維持等

を図ります。見込量については、近年の利用実績を踏まえて設定しました。 
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事業量の見込み 

事業名 見込む単位等 Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 

日中一時支援事業

（日帰りショートス

テイ） 

利用者数 １３５人 １３７人 １３９人 

利用回数 ６，１５０回 ６，３５０回 ６，５５０回 

※ 利用者数：各年度の月平均利用人数（人/月） 

※ 利用回数：各年度の延べ利用回数（回/年） 

事業実施の考え方等 

日中一時支援事業（日帰りショートステイ）については、障害のある人や子ど

もの日中における活動の場を確保し、その家族の就労支援及び介護負担軽減を図

ります。見込量については、近年の利用実績を踏まえて設定しました。 
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Ｂ 社会参加支援事業 

事業量の見込み 

事業名 見込む単位等 Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 

障害者スポーツ大会 参加者数 ５９０人 ６００人 ６１０人 

障害者スポーツ教室 箇所数 ２２箇所 ２３箇所 ２４箇所 

※ 参加者数：スポーツ大会参加人数（人/年） 

※ 箇所数：スポーツ教室開催箇所数（箇所/年） 

事業実施の考え方等 

障害者スポーツ大会及び障害者スポーツ教室については、スポーツを通じて障

害のある人の体力の維持・向上や機能回復等を図り、明るい生活形成に寄与する

とともに、社会参加の促進を図ります。 

見込量については、近年の参加実績、活動実績を基本として設定しました。 

事業量の見込み 

事業名 見込む単位等 Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 

点字・声の広報等発

行事業 
発行回数 ３２回 ３２回 ３２回 

点訳奉仕員養成事業 養成人数 ９人 １０人 １１人 

朗読奉仕員養成事業 養成人数 ９人 １０人 １１人 

※ 養成人数：各年度の年間養成講座受講修了者数（人/年） 

事業実施の考え方等 

点字・声の広報等発行については、本市が発行する広報物等において点字版等

を作成することで、視覚・聴覚に障害のある人への情報提供に寄与し、社会参加

の促進を図ります。見込量については、近年の発行実績を基本として設定しまし

た。 

点訳・朗読（音訳）奉仕員養成事業については、視覚・聴覚に障害のある人の

コミュニケーション等を支援する点訳・音訳ボランティアの養成講座を実施する

ことで、コミュニケーション支援を増強し、社会参加の促進を図ります。見込量

については、近年の養成実績を踏まえて設定しました。 
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事業量の見込み 

事業名 見込む単位等 Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 

パソコンサポーター

養成・派遣事業 
養成人数 ８人 ９人 １０人 

※ 養成人数：各年度の年間養成講座受講修了者数（人/年） 

事業実施の考え方等 

パソコンサポーター養成・派遣事業については、パソコンやその周辺機器の使

用方法等についての支援を必要とする障害のある人に、パソコン操作等の支援・

指導を行うパソコンサポーターを養成・派遣することで、社会参加の促進を図り

ます。見込量については、近年の養成実績を踏まえて設定しました。 

事業量の見込み 

事業名 見込む単位等 Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 

芸術文化活動振興 出展数 １８８点 ２０７点 ２２８点 

※ 出展数：芸術文化活動への作品出展数（点/年） 

事業実施の考え方等 

芸術文化活動振興については、北九州市障害者芸術祭において障害者芸術作品

展を実施し、障害のある人が芸術・文化活動に参加することで、本人の生きがい

や自信を創出し、社会参加の促進を図ります。 

見込量については、近年の出展実績と増加傾向を踏まえて設定しました。 


